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CSR 重点活動項目 中期目標 CSR 定量指標 目標値 
目標達

成年度 

実績（年度） 

2017 2018 2019 

情報セキュリティの強化 

外部からのサイバー攻撃に伴う

電気通信サービスのサービス停

止件数※1 

サービス停止件数 0 件 2020 年 － － 0 件 

外部からのサイバー攻撃に伴う

個人情報流出件数※1 
個人情報流出件数 0 件 2020 年 － － 1 件 

個人情報保護 
個人情報の流出・漏えいを発生さ

せない 
個人情報の漏えい件数 0 件 － 2 件 1 件 1 件 

通信サービスの安定性と

信頼性の確保※4 

通信サービスを安定的に提供し、

重大通信災害を発生させない 

安定サービス提供率※2 99.99％ － 100％ 100％ 100％ 

重大事故発生件数※3 0 件 － 0 件 0 件 0 件 

※1 2020 年度より新設  

※2 〔1－重大事故総影響時間（影響ご利用者様数×重大事故対象時間）／主要サービス提供総時間（ご利用者様数×24 時間×365 日）〕×100％ 

※3 電気通信役務の提供を停止または品質を低下させた、以下の条件を満たす事故の件数 

 緊急通報（110、119 など）を扱う音声サービス：1 時間以上かつ 3 万人以上 

 緊急通報を扱わない音声サービス：2 時間以上かつ 3 万人以上、または 1 時間以上かつ 10 万人以上 

 インターネット関連サービス（無料）：12 時間以上かつ 100 万人以上、または 24 時間以上かつ 10 万人以上 

 その他の役務：2 時間以上かつ 3 万人以上、または 1 時間以上かつ 100 万人以上 

※4 集計範囲：通信 4 社（NTT 東日本、NTT 西日本、NTT コミュニケーションズ、NTT ドコモ） 

  

安心・安全なコミュニケーション 
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関連する GRI スタンダード：102-12/103-2/203-2 

 

 

方針・考え方 

 社会経済のデジタル化の進展や国際情勢の変化を受け、サイバー攻撃をはじめとするセキュリティ脅威はますます高度

化・深刻化しています。このような中、ICT サービスインフラとお客さまの基本的な権利および自由、そして情報資産を守

り、デジタル経済の成長に向けた健全な基盤を提供することは NTT グループの責務です。 

 2018 年に策定した中期経営戦略を受け、セキュリティにおいても、デジタル経済のインフラを支え、自由、オープン、

安全な ICT 基盤の構築と発展に貢献することをミッションと定義し、お客さまと NTT 自身のデジタルトランスフォーメー

ションを実現すること、またお客さまから NTT グループを選んでいただける理由となることをビジョンとして掲げました。 

 これらの実現に向け、自らのスケールを活かした研究開発に取り組むこと、早期検知と迅速な対応能力に優れること、

誠実さと高度な技能という価値を共有する人材群の育成に努めること、利益主義を超え社会に対して先導的な知見を発信

することを柱に取り組んでいきます。 

 世界的にますます関心の高まる個人情報の適切な取り扱いや、国際的なイベントなどに合わせた大規模で高度なサイバ

ー攻撃に対する対策も重要です。NTT グループは、デジタル社会を創造するグローバルなコミュニティの一員として、セキ

ュリティ事業を通じて社会的課題の解決に貢献していきます。  

 

NTT グループ情報セキュリティポリシー 

 

私たち NTT グループは常に安心・安全なサービスを提供し続け、いつまでも皆様に信頼される企業でありつづけたいとの考え方のも

と、情報通信産業の責任ある担い手として、以下の方針に従い、情報セキュリティの確保に努めブロードバンド・ユビキタス社会の

健全な発展に貢献してまいります。 

 

1. ブロードバンド・ユビキタス社会における情報セキュリティの重要性を深く認識し、安心・安全で便利なコミュニケーションネ

ットワーク環境の構築に努め、情報セキュリティの確保に取り組んでまいります。 

2. 情報を保護することは、NTT グループの事業活動の基本であり、企業としての重要な社会的責任であることを NTT グループ会社

の役員・従業員が十分に認識し、通信の秘密の厳守はもとより個人情報保護法等の関連法令等を遵守してまいります。 

3. 情報セキュリティの管理体制を整備し、情報への不正なアクセス、情報の紛失・改ざん・漏洩の防止等に向けた物理面、システ

ム面での厳格なセキュリティ対策の実施、社員教育の徹底、委託先への適切な監督等、情報の保護に向けた必要な取り組みを継

続的に実施してまいります。 

 

 NTT グループ情報セキュリティポリシー  https://www.ntt.co.jp/g-policy/index.html  

 

推進体制 

 NTT グループは、CISO（Chief Information Security Officer）を最高責任者とする情報セキュリティマネジメント体

制を整備し、情報セキュリティの管理を徹底しています。また、「グループ CISO 委員会」を設置し、グループにおける情

報セキュリティマネジメント戦略の策定や各種対策の計画・実施、人材の育成など、グループ各社と連携しながら取り組

んでいます。  

情報セキュリティの強化 
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主な取り組み 

サービスセキュリティの強化 

重要な社会インフラであり、社会経済のデジタル化の基盤となる、安心・安全な情報通信サービスを提供するため、電

気通信設備、IT サービス環境、およびスマートシティやスマートビルディングなどのサービスの全てにおいて、セキュ

リティの強化に取り組んでいます。 

 

NTT グループにおけるグローバル連携 

グローバル事業の統合を受け、セキュリティにおいてもグローバル連携を進めています。多様な事業や地域を含む NTT

グループの連携にあたっては、リスクベースマネジメントの考え方と、共通言語となるフレームワークを導入し、「特定」

「防御」「検知」「対応」「復旧」の観点から、グループ共通の満たすべき基準を定めています。 

 

グローバルコミュニティへの参画と貢献 

米欧を中心に、各国政府や産業界のサイバーセキュリティ強化の取り組みに参画し、セキュリティ脅威情報やベストプ

ラクティスの共有と、互いに信頼し合える企業と組織によるコミュニティの形成に取り組んでいます。 

 

NTT グループのセキュリティ人材の育成 

グループ内のセキュリティ人材育成強化として、セキュリティ人材を、質・量ともに充実させることを目標に、人材タ

イプや人材レベルに応じた人材育成施策をグループ各社で推進しています。 

 

NTT グループのセキュリティ人材体系 
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情報セキュリティ研修 

各グループ会社にて、全従業員および協力会社社員に対し、情報セキュリティリテラシー向上を目的とした研修を実施

しています。研修は e ラーニング形式で実施し、受講者は年 1回の受講が義務づけられています。今後は、グループ全体

で業務に必要な情報セキュリティ知識の同一水準化を目指し、研修コンテンツの統一化を検討しています。これにより、

NTT グループのセキュリティケーパビリティを向上させ、お客さまや社会に安全安心な事業を提供するための人材力を強

化することを目指します。 

 

研究開発の取り組み 

サービスセキュリティのための技術開発に加え、セキュリティ要素技術の開発にも力を入れています。新たに、世界レ

ベルの先駆的研究者を中心として、サイバーセキュリティと暗号技術に取り組むグローバル研究所を 2019 年に設立しまし

た。 

 

CSIRT の運営 

NTT グループは、コンピュータセキュリティに係るインシデントに対応する組織（CSIRT：Computer Security Incident 

Response Team）として、2004 年に「NTT-CERT」を立ち上げ、グループに関連するセキュリティインシデント情報の受け付

け、対応支援、再発防止策の検討、トレーニングプログラムの開発およびセキュリティ関連情報の提供などに取り組んで

います。さらに、NTT グループのセキュリティ分野における取り組みの中核として、情報セキュリティに関する信頼できる

相談窓口を提供し、NTT グループ内外の組織や専門家と協力して、セキュリティインシデントの検知、解決、被害極小化お

よび発生の予防を支援することにより、NTTグループおよび情報ネットワーク社会のセキュリティ向上に貢献しています。 

NTT-CERT は、US-CERT※1や JPCERT コーディネーションセンター※2と連携するとともに、FIRST や日本シーサート協議会
※3への加盟などにより国内外の CSIRT 組織と連携し、動向や対策法などの情報共有を図っています。また、内閣サイバー

セキュリティセンター（NISC）が主催する分野横断的演習にも参加し、ノウハウ共有・情報収集に努めています。加えて、

NTT-CERT はグループ各社の CSIRT 構築を推進し、対応能力の向上にも努めています。 

今後も、NTT-CERT は脆弱性や攻撃情報などの収集範囲を DarkWeb などにまで広げ、情報分析プラットフォームの強化、

サイバー脅威対応のさらなる自動化・高度化など、変化する脅威に継続的に対応していきます。 
※1 US-CERT：米国国土安全保障省（DHS）配下の情報セキュリティ対策組織 

※2 JPCERT コーディネーションセンター：インターネットを介して発生する侵入やサービス妨害などのコンピュータセキュリティインシデントについて、 

日本国内に関する報告の受け付け、対応の支援、発生状況の把握、手口の分析、再発防止のための対策の検討や助言などを、技術的な立場から行ってい

る組織 

※3 NTT-CERT は日本シーサート協議会の発起人 

 NTT-CERT  https://www.ntt-cert.org/ 

 日本シーサート協議会  https://www.nca.gr.jp/ 
 FIRST Forum of Incident Response and Security Teams  https://www.first.org/ 

 

NTT グループにおける CSIRT の取り組み 

   

https://www.nca.gr.jp/
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関連する GRI スタンダード：103-2 

 

 

方針・考え方 

 NTT グループは、個人のお客さまから法人のお客さまに至るまで、多数の個人情報をお預かりしています。近年、お客さ

まからの個人情報保護への関心は高まる一方です。また、2017 年の個人情報保護法の改正や 2018 年の EU（欧州連合）の

一般データ保護規則（GDPR）の施行など、法規制の面からも個人情報保護や情報管理の徹底の重要性がますます高まって

います。 

 このような中、個人情報の漏えいは、NTT グループの企業価値のき損やお客さまの流出など、事業運営にさまざまな影響

を及ぼす可能性があり、最重要事項として個人情報の管理を徹底していく必要があります。 

 

推進体制 

 NTT グループは、「NTT グループ情報セキュリティポリシー」のもと、お客さまや株主の皆さまの個人情報保護に関する

方針や、マイナンバー制度にともなう特定個人情報の保護に関する方針などを Web サイト上で公開しています。これらの

方針では、NTT グループがお預かりしている個人情報の開示・訂正・利用停止などのお申し出に対応するための手続きにつ

いても定めています。また、セキュリティマネジメント体制としては、NTT において情報セキュリティの最高責任者として

CISO（Chief Information Security Officer）を設置し、NTT グループとしての情報セキュリティを徹底しています。（P054

参照） 

NTT の個人情報保護に関する方針 

 お客様個人情報の保護に関する方針 https://www.ntt.co.jp/kojinjo/okyaku.html  

 株主様個人情報の保護に関する方針 https://www.ntt.co.jp/kojinjo/kabu.html  

 お取引先等特定個人情報等の保護に関する方針 https://www.ntt.co.jp/kojinjo/okyaku-m.html  

 株主様特定個人情報等の保護に関する方針 https://www.ntt.co.jp/kojinjo/kabu-m.html  

 

主な取り組み 
NTT では、お客様個人情報の取り扱いにあたり、組織的安全管理措置、人的安全管理措置、物理的安全管理措置、技術

的安全管理措置を講じています。  

（1） 組織的安全管理措置 

 委員会や各組織の管理責任者などの管理体制の構築、社内規程の整備、管理台帳やプロセス管理表などのステー

トメントの作成、さらに継続的な改善など組織的な管理体制を構築しています。 

（2） 人的安全管理措置 

 役員、社員、派遣社員を問わず、お客様個人情報を取り扱う全ての従業者に、お客様個人情報保護の重要性を周

知・啓発し、守秘義務契約の締結とともに必要な監査・監督を行い、その実効性を担保します。 

（3） 物理的安全管理措置 

 お客様個人情報を取り扱う建物やフロアの入退室管理、盗難等の防止、火災・落雷等によるお客様個人情報のき

損に対する対策、システムや文書の持ち出し・移送・保管時における施錠などの諸対策を講じます。 

（4） 技術的安全管理措置 

 個人データにアクセスする場合の認証・権限管理・制御・記録などのアクセス管理、システムへの不正ソフトウ

ェア対策やウィルス対策、暗号化や責任の明確化などによる移送・送受信時の対策、情報システムの監視などの

技術的安全管理措置を講じます。 

国内グループ各社では、改正個人情報保護法に基づき、それぞれの事業に合わせた個人情報保護体制を確立し、物理

面、システム面での厳格なセキュリティ対策を講じ、委託先への適切な監督など、情報保護に向けた取り組みを継続的に

実施しています。 

国内グループ各社の主な取り組み 

 規程・規則として各種社内ルールを制定 

 上記社内ルールの適切な運用に向けた社員研修の実施 

 情報セキュリティ管理を推進する組織の設置 

 情報への不正なアクセス、情報の紛失・改ざん・漏えいの防止、ウィルス対策や外部への情報持ち出しなどを管理

するセキュリティ対策システムの導入 

 

個人情報保護 
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また、グローバルに事業を展開している NTT グループ各社においては各国の法規制にしたがって対応しています。2018

年 5 月に施行された EU の一般データ保護規則（GDPR）への対応にあたっては、NTT グループ間で議論し規則の遵守を推

進するとともに、NTT グループ各社において、個人情報の取得時や EU 域外への移転にともなう必要な措置を行い、国内

外の NTT グループ会社間での社員情報の共有についても、同規則や各国の法規制を踏まえた対応を進めています。 

 

個人情報対応窓口の設置 

NTT において「お客様個人情報対応窓口」を設けるとともに、NTT グループ各社において各種サービスなどの個人情報

に関するお問い合わせ窓口を設けています。なお、NTT は持株会社のため電気通信サービスの提供を行っておらず、サー

ビスの提供などに係る個人情報に関するお問い合わせについてはサービスを提供している各事業会社の窓口にお問い合わ

せいただいています。 

また、法令等に基づく個人情報に関する照会などがあった場合の対応についても、各事業会社の情報セキュリティの責

任者の責任のもと実施しています。 

 

日本電信電話株式会社 お客様個人情報対応窓口 

電子メール：ntt.kojin.uz@hco.ntt.co.jp 

 https://www.ntt.co.jp/kojinjo/okyaku.html 

 

  

mailto:ntt.kojin.uz@hco.ntt.co.jp
https://www.ntt.co.jp/kojinjo/okyaku.html
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さらに、大規模災害が発生した際、交通機関遮断などの社会的混乱が予想されます。その際、各通信事業者における携

帯電話および固定電話の通話規制状況などを総合的に勘案し、必要と判断される場合には、公衆電話から発信する際の通

話料などを無料化※しています。 
※ 通話料を設定している事業者においては通話料を無料とし、接続料を設定している事業者においては接続料を事業者間で精算しない扱いとしていま

す。具体的な事業者名などについては下記 Web サイトをご確認ください。 

 NTT 東日本エリアの公衆電話の無料化措置について  http://www.ntt-east.co.jp/info-st/saigai/index.html 

 NTT 西日本エリアの公衆電話の無料化措置について  https://www.ntt-west.co.jp/ptd/basis/disaster.html 

 

災害発生時の安否確認や情報収集を容易にするサービスの提供 

大規模な災害が発生し、被災地への電話がつながりにくい状況が発生した場合などには、安否確認手段として下記のよ

うなサービスを開設・提供しています。 

主なサービス 

災害用伝言ダイヤル（171） 被災地との安否確認手段として、電話により音声の伝言をお預かり 

災害用伝言板（web171） インターネット経由でテキストによる伝言をお預かり 

災害用音声お届けサービス（iモード/sp モード/mopera U） 携帯電話から音声メッセージで安否情報をお届け 

災害用伝言板（iモード/sp モード） 携帯電話から文字による伝言をお預かり 

災害発生時などに、これらの安否確認手段を開設した場合には、速やかに報道機関や Web サイトなどを通じて、お客さ

まへお知らせしています。 

「災害用伝言板（web171）」と「災害用伝言板（iモード/sp モード）」は、検索機能を連携させることで、当該サービ

スを提供する各社に登録された内容を、いずれの提供事業者のサービスからも参照することが可能になったほか、安否情

報登録時に指定された通知先へメールや音声で通知を行う機能があります。また、「災害用伝言板（web171）」は英語・中

国語・韓国語、「災害用伝言板（iモード/sp モード）」は英語に対応し、登録可能な伝言数や保存期間を拡大するなど、

利便性向上を図っています。 

なお、災害用伝言板（web171）は 2019 年 8 月よりおよび株式会社 NTT ドコモ、KDDI 株式会社、ソフトバンク株式会社

提供の「災害用伝言板」との連携により、それぞれで登録された伝言内容を、相互に確認が可能となりました。 

 

通信サービスの安定性と信頼性確保 

NTT グループは、移動電源車やポータブル衛星装置などの機動性のある機器の配備や機能の高度化、各地域での防災訓

練に参加するなど、通信サービスの早期復旧に努めています。また、災害に強い通信設備の構築に取り組むとともに、通

信ネットワークが常に正常に機能するよう、定期的な安全パトロールや予防保全的な装置交換など保守・運用にも万全な

体制で臨むことで、災害に強い通信ネットワーク・設備づくりに努めています。 

 

通信設備の耐災性確保 

通信設備や建物、鉄塔などは、地震・風水害・火災・停電などさまざまな災害を想定した設計基準を定め、耐災性を確

保しています。 

主な対策例 

 NTT の通信ビルや鉄塔を震度 7クラスの地震や風速 60m/s の大型台風にも耐えられるように設計 

 津波や洪水などによる通信設備への浸水防止のため立地条件に合わせて水防扉などを設置 

 通信機械室への防火シャッターや防火扉を設置 

 突然の停電時に電力を長時間確保できるよう通信ビルや通信基地局に予備電源を設置 

万一の際は移動電源車から配電・給電 

 他通信サービスが途絶えないよう中継伝送路の多ルート化を実施 

 災害時などにひとつの基地局で大きなエリアをカバーできる大ゾーン携帯基地局を設置 

 非常用電源の燃料タンクの設置  

 

更なる設備の強靭化・復旧対応の迅速化 

近年、災害エネルギーの増大により、大規模な災害影響が多発しています。通信設備やサービスへの影響の増大や復旧

の長期化を踏まえ、設備の強靭化や復旧対応の迅速化等に対する更なる取り組みも推進しています。 

設備の強靭化に関する主な取り組み 

 停電対策など、災害に対する備えを持たせた中ゾーン基地局の拡大 

 EV を活用した基地局の停電対策 

 NTT グループが保有する移動電源車（約 400 台）の一元管理、運用 

 災害影響などを考慮したケーブルの地中化やワイヤレス固定電話などの検討 
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復旧対応の迅速化に関する主な取り組み 

 AI を活用した被害想定による復旧体制（全国広域支援体制など）の事前立上げ 

 当社 OB 社員の活用などを含めた、復旧体制の増強、人員確保 

被災されたお客さま支援の強化 

 避難等を支えるための、リアルでわかり易い情報発信（通信被災状況、復旧状況、充電スポット、災害時公衆電話

等の開設状況、訪日／在留外国人対応など） 

 被災地での出張 113 開設などを通じた、通信に関わるお困りごと相談の受付 

 自治体等と連携した、公衆電話 BOX への Wi-Fi・蓄電池設置による災害時の通信確保 

 

平常時における安定した通信サービスの提供 

 常に安心して通信サービスをご利用いただくことができるよう、通信ネットワークの監視システムの運用、事故や故障

の未然防止対策、ネットワークの保守・運用に携わる人材のスキル向上に取り組んでいます。 

安定した通信サービスに関する主な取り組み 

 24 時間 365 日リアルタイムでネットワーク運行状況を監視・制御するオペレーション体制 

 正常稼働時における通信装置のパフォーマンス情報収集・分析を通じた故障の予兆把握と対処 

 予期せぬトラブルが発生した際の迅速かつ的確な回復措置を可能とする体制の構築及び手順の見直し 

 過去のトラブルから得た教訓の水平展開や重大事故につながる可能性のある事例分析による基本動作の徹底強化 

 ネットワークの保守・運用に携わる人材を育成するための研修・訓練の実施やしくみの構築 

 

新型コロナウイルス感染拡大による通信需要増加に対する安定した通信サービス提供 

当社および通信事業を営む主要子会社は、指定公共機関としての責務の遂行および人命尊重の視点から感染防止に資す

ることを目的とし、業務計画を定めています。感染症の流行拡大に伴い、インターネットの利用やテレワークの需要など

が高まっている中、主に固定通信において、特に平日昼間帯のデータトラフィック量（通信量）が大幅に増加しています

が、NTT グループ各社は、これまで夜間帯のピークトラフィックを踏まえたネットワーク設計をしており、現時点では昼間

帯はネットワーク容量を確保できております。今後も、通信サービスの安定的な提供のため、状況に応じて設備を増強し

ていきます。 

 

携帯電話基地局・端末の運用（NTT ドコモ） 

電波の人体への影響については、これまで 60 年以上にわたり世界各国で研究が行われ、日本をはじめ世界では、電波

を安全に利用するための基準や制度が設けられています。 

日本では 1990 年に郵政省（現在の総務省）が過去 40 年にわたる国内外の研究結果に基づいて、電波の人体に対する安

全性基準を「電波防護指針」として定めています。同指針の基準値は世界保健機関（WHO）が推奨する国際的な指針と同

等で、この基準値以下の強さの電波は健康に悪影響を及ぼすおそれはないと世界的にも認識されています。 

NTT ドコモの携帯電話基地局ならびに端末は、同指針の基準値を下回るレベルで運用しています。電波防護指針のもと

で制定された関係法令を遵守し、サービスを提供しており、安心して携帯電話をご利用いただけます。 

 NTT ドコモ「電波の安全性について」  https://www.nttdocomo.co.jp/corporate/csr/network/radio/safe.html 
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関連する GRI スタンダード:103-2/401-2 

 

 

方針・考え方 

 NTT グループは、グローバル ICT 企業グループとして、

世界各地のさまざまなニーズに対応するために、イノベ

ーションを通じた新たな価値創造をめざしています。ま

た、激化する市場変化や多様化するお客さまニーズに対

応し、お客さまに選ばれ続ける“Your Value Partner”

となるためには、社員の多様な価値観や個性を尊重し、

活用していくことが不可欠です。また、多様性の確保と

お互いを尊重できる職場づくりは、これまで世の中にな

かった画期的なイノベーションにつながります。そうし

た考えから、性別や年齢、人種、宗教、国籍、障がいの有

無、性的指向、性自認などにかかわらず、多様な人材が

活躍できる環境づくりに取り組んでいます。 

 

推進体制 

NTT グループはダイバーシティ＆インクルージョンを重要な経営戦略と位置づけ、社長自ら多様な価値観を受容する重

要性を社内外へ発信しており、ダイバーシティ＆インクルージョンに向けた取り組みを会社全体で推進しています。 

多様な人材が活躍できる環境づくりを NTT グループ全体で強化していくために、2007 年に「ダイバーシティ推進室」を

NTT に設置し、2008 年 4 月までにダイバーシティ推進担当をグループ各社に配置しています。このダイバーシティ推進室

と各社のダイバーシティ推進担当とが連携して、ダイバーシティ＆インクルージョンを推進するとともに、社員のワーク・

ライフ・マネジメントやキャリア開発の支援、企業文化・風土の改革に向けた啓発活動を進めています。 

グループ各社とのダイバーシティ推進会議を毎年開催し、各社の取り組みを共有するとともに、役職ごとの女性比率や

障がい者雇用状況などのダイバーシティ推進数値をもとに、NTT グループとしての今後の推進施策について議論していま

す。また、ダイバーシティに関する取り組みについては、取締役が出席する経営会議にて報告・議論を随時行い、全社的

な推進としています。 

 

主な取り組み 

多様な人びとが活躍する職場づくり 

NTT ダイバーシティ推進室と各社のダイバーシティ推進担当とが連携して、社員のワーク・ライフ・マネジメント支援や

多様化する社員のキャリア開発支援、企業文化・風土の改革に向けた啓発活動を進めています。また、グローバルから参

加者が集うシニアマネージャー研修の中でもダイバーシティに関して議論するなど、グループ全体で多様な人材の活用を

進めています。 

 

女性の活躍促進を積極的に展開 

NTT グループは、男女を問わず適正な処遇を実施し、男女雇用機会均等法に定められている均等報酬を適用するととも

に、女性の活躍促進をグループ全体で進めています。2013 年には「女性管理者倍増計画」を発表し、目標として 2012 年度

時点の国内の女性管理者比率 2.9%を、2020 年度までに 6%へ倍増させることに取り組んでいましたが、2019 年度に 1 年前

倒しで達成しました。今後は、新たな目標として 2025 年度までに女性管理者比率 10%以上をめざします。一例としてネッ

トワークづくりやさらなる活躍に向けた動機づけを目的に、女性社員を対象とした NTT グループ合同での研修・フォーラ

ムを随時開催しています。こうした場が、グループ各社の女性社員同士の意見交換や問題の共有、モチベーション向上を

図る貴重な機会になっています。 

また、NTT では育児休職者・職場復帰者に対してのキャリア支援研修を実施しており、参加者の上長についても、職場復

帰者に対するマネジメント研修を実施しています。さらに、2019 年 3 月に策定した次世代育成支援対策推進法の第 6次一

般事業主行動計画において、男性の育児事由休暇 80％以上取得という目標を新たに設定し、男性の育児への理解促進と育

児参加による視野の拡大などを目的に、男性の育児参加を推奨しております。 

 

ダイバーシティの推進 
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障がい者雇用機会の拡大 

NTT グループは、障がいのある方々の積極的な採用と雇用機会の拡大のために、特例子会社を設立し、障がい者が働きや

すい職場づくりを行っています。 

特例子会社では、障がいのある社員の特性を活かした取り組みを進めています。例えば、Web サイト内にあるアクセシビ

リティ上の問題点を把握し、改善案を示したレポートを提示するウェブアクセシビリティ診断や、障がい当事者が講師と

なった障がい理解研修を行っています。特例子会社の見学会には NTT グループだけではなく一般の方も参加し、さまざま

な障がいのある社員が働き、障がいの有無にかかわらずさまざまな社員をマネジメントする体制を見ていただくことで、

マネジメントや働き方に対する意識改革につながっています。特例子会社においてさまざまな障がいのある社員が働き、

さまざまな社員をマネジメントする姿を見学することで、マネジメントや働き方に対する意識改革にもつながっています。 

また、NTT 研究所などと連携し、障がい当事者の観点から技術やサービスを検証するなど、ユニバーサルデザイン化への

モニタリングやコンサルティングに参画しているほか、NTT 東日本の設備系業

務など、NTT グループにおけるバリューチェーンに関わる業務についても、障

がいのある社員が担っています。 

2019 年 12 月に障がい者の活躍推進に取り組む国際イニシアティブ「The 

Valuable500」に加盟しました。また、障がい者活躍の取り組みとして、2020 年

2 月には遠隔操作型分身ロボット「OriHime-D」を活用した障がい者による受付

業務トライアルを実施し、2020 年 7 月に本格導入しました。本取り組みによ

り、リモート社会に対応しながら、障がい者の方の社会参画への促進を実現し

ました。 

 NTT クラルティ   https://www.ntt-claruty.co.jp/ 

 NTT 西日本ルセント  http://nttwest-lucent.co.jp/ 

 NTT データだいち  http://www.nttdata-daichi.co.jp/ 

 ドコモ・プラスハーティ  http://www.docomo-plushearty.com/ 

 

定年退職者の継続雇用 

NTT グループは、社員のニーズや社会的要請などに対応するため、60 歳の定年を迎えた社員の継続雇用制度を 1999 年か

ら導入しています。さらに、NTT グループの今後の事業運営において限られた人材を最大限に活用していく観点から、希望

者が最長 65 歳までライフスタイルに応じて働き、経験を生かせる業務で能力を発揮し続けられるよう、2013 年に新たな

継続雇用制度を導入しました。 

 

退職社員の働く意欲に応える再採用制度 

育児、介護または配偶者の転勤などで退職した社員の中には、将来再び NTT グループで働きたいとの希望を持つ人も少

なくありません。そうした要望に応えるとともに、在職中に蓄積した経験やスキルの有効活用を図るために、退職した社

員の再採用制度を設けています。 

この制度の対象となるのは、小学校 3 年生以下の子の育児や、家族の介護を行うため、またはパートナーの転勤、転職

および結婚による転居にともない通勤が不可能となったため、やむを得ず退職した勤続年数 3 年以上の社員です。社員か

ら再採用の申し出があった場合は面談や健康診断などを実施の上、再採用を決定します。 

 

LGBT 等性的マイノリティに対する配慮 

NTT グループは、LGBT 等性的マイノリティに対する取り組みを推進しています。性的指向や性自認にかかわらず、誰も

が自分らしく生き、働ける組織、社会の実現をめざして、2016 年には重要なライフイベントに関わる「結婚休暇」「忌引休

暇」「慶弔金」「慶弔電報の発信」について、同性のパートナーにも適用できる旨を明確にしました。2018 年には各種手当

や福利厚生など、配偶者およびその家族に関わる制度全般を同性のパートナーにも適用しました。 

また、新入社員や管理者に対して LGBTQ の理解を促進するための研修や LGBTQ のサポートを表明する ALLY のイベントも

適宜実施しています。2019 年 4 月に LGBT 当事者・支援者らで開催されたイベント TOKYO RAINBOW PRIDE 2019 のパレード

に NTT グループとして初めて参加し、NTT グループ各社より 21 社約 200 人がパレード行進を行いました。2020 年には、日

本で初めての常設 LGBTQ 総合センター「プライドハウス東京」に協賛を行いました。 

こうした取り組みが評価され、任意団体「work with PRIDE」が策定した、企業の LGBT 等性的マイノリティに関する取

り組みを評価する PRIDE 指標 2019 において、NTT グループ 16 社が最高位の「ゴールド」に認定されました。なお、NTT に

おけるゴールドの受賞は 2016 年から 4年連続となります。 

 外部からの表彰  https://www.ntt.co.jp/csr/award.html 

 

https://www.ntt-claruty.co.jp/
http://nttwest-lucent.co.jp/
http://www.nttdata-daichi.co.jp/
http://www.docomo-plushearty.com/
https://www.ntt.co.jp/csr/award.html


https://www.nttsecurity.com/docs/librariesprovider3/default-document-library/uk/gender_pay_gap_report_2018_uea_v1.pdf
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人権違反事例の開示と是正措置 

NTT グループの従業員向け企業倫理 Web サイトでは、コンテンツとして「企業倫理行動 Q&A」を設置し、代表的な事例

を 9つ挙げ、具体的な行動、企業倫理上問題がある理由、その根拠となる法律などを紹介することで周知徹底と再発防止

に努めています。また、人権に関わる懲戒処分があった場合、その事例を抜粋して同サイト上で解説することで、従業員

の意識向上に努めると同時に、注意喚起や研修などを実施することで、再発防止に努めています。 

 

海外での取り組み 

英国現代奴隷法への対応 

英国で施行された Modern Slavery Act 2015 に基づき、NTT グループ各社では声明を公表しています。 

 NTT コミュニケーションズ奴隷労働および人身取引に関する声明 

 https://www.ntt.com/about-us/csr/modernslavery.html 

 NTT データグループ サステナビリティレポート 2019 P95 

 https://www.nttdata.com/jp/ja/sustainability/report/ 

 NTT Data UK Limited Modern Slavery Act（英語のみ） 

 https://uk.nttdata.com/Modern-Slavery-Act 

 

B-BBEE の導入 

NTT の子会社ディメンションデータが本社を置く南アフリカでは、アパルトヘイト時代に不当な差別で不利な立場に置

かれている人びとの地位向上に向けた政策「Broad-Based Black Economic Empowerment （B-BBEE）」が導入されていま

す。この「B-BBEE」は、南アフリカ政府による評価基準として、所有権、経営支配、雇用均等、技能開発、優先調達、事

業開発、社会経済発展の各項目が定められ、それに対する企業の貢献具合がスコアカードに従って評価されます。所有

権、雇用均等、技能開発等における取り組みの結果、2020 年 3 月には、8段階ある貢献度評価で 2番目に高い「レベル

2」の認証を受けました。これは、前年よりも 2段階高い評価となっています。 

  

https://www.ntt.com/about-us/csr/modernslavery.html
https://www.nttdata.com/jp/ja/-/media/nttdatajapan/files/sustainability/report/library/2019/sr2019_09.pdf
https://www.nttdata.com/jp/ja/sustainability/report/
https://uk.nttdata.com/Modern-Slavery-Act
https://uk.nttdata.com/Modern-Slavery-Act
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関連する GRI スタンダード：102-9/103-2/412-3 

 

 

方針・考え方 

 近年、企業には自社グループのみならず、原料・資材の調達から廃棄・リサイクルに至るバリューチェーン全体までを

含めて、人権への配慮、環境負荷の低減などの ESG リスクや持続可能性への影響を把握することが求められています。ま

た、2018 年に制定した中期経営戦略「Your Value Partner 2025」でも、B2B2X やグローバル事業の拡大をめざしており、

今後さらにバリューチェーンがグローバルに拡大していくと予想されることから、今後バリューチェーン・マネジメント

を一層強化していく必要があると考えています。 

NTT グループのバリューチェーン・マネジメントは、NTT が制定した「調達基本方針」に基づく各種ガイドラインをサプ

ライヤの皆さまに遵守していただくことを基本としています。そのためには、サプライヤの皆さまと信頼のおけるパート

ナーシップを構築することが重要と考えています。2013 年には、CSR 調達をさらに進めるため「サプライチェーン CSR 推

進ガイドライン」を制定し、このガイドラインに基づいたサプライヤのリスク評価を実施しています。また、環境に関す

る具体的な要請事項としては「グリーン調達ガイドライン」や「省エネ性能ガイドライン」を制定し、サプライヤの皆さ

まに要請事項の遵守を求めています。 

 

調達基本方針 

 

1. 広く国内外のサプライヤの皆さまに対し、公正に競争機会を提供するとともに、相互理解と信頼関係の構築に努めます。 

2. 品質・価格・納期・安定供給を総合的に判断し、ビジネスニーズに即した競争力ある製品・サービスを、経済合理性に基づき

調達します。 

3. 法令や社会規範を遵守するとともに、社会への貢献のため環境・人権等に配慮した調達を実施します。 

 調達基本方針  https://www.ntt.co.jp/ontime/policy/index.html 

 

NTT グループサプライチェーン CSR 推進ガイドライン 

近年、サプライチェーンにおいて、強制労働や児童労働などにかかわる人権侵害、廃棄物の不法廃棄、化学物質管理の

厳格化への対応、賄賂をはじめとした不正行為など、さまざまな問題が露見しており、企業が調達活動においても社会規

範や法令を遵守し、社会的責任を果たすことが求められています。 

NTT グループは、こうした状況に対し、サプライヤの皆さまとともに、調達活動における社会的責任を果たしていくため

「人権・労働」「安全衛生」「環境」「公正取引・倫理」「品質・安全性」「情報セキュリティ」の 6分野についてサプライヤ

への具体的な要請を示した「サプライチェーン CSR 推進ガイドライン」を 2013 年に制定しました。 

現在、このガイドラインを日本語、英語で公開し、NTT グループの国内外のサプライヤに広く発信するとともに、「調達

基本方針」や NTT グループのグリーン調達に関する基本的な考え方を示した「グリーン調達ガイドライン」とあわせて公

開し、サプライヤの皆さまへ遵守をお願いしています。 

 調達活動   https://www.ntt.co.jp/ontime/index.html 

 NTT グループサプライチェーン CSR 推進ガイドライン   https://www.ntt.co.jp/ontime/img/pdf/supply_chain2.pdf 

 

サプライヤに対する環境・社会側面に関する要請事項 

「サプライチェーン CSR 推進ガイドライン」に基づく要請事項として、以下のガイドライン等を制定し、サプライヤの

皆さまに対応要請しています。また、新規および既存のサプライヤが調達に参加する際には暴力団への関与がないことや、

過去の調達で不正行為をしていないことなど、「調達参加にあたっての留意点」の遵守をお願いしています。 

NTT グリーン調達ガイドライン プラスチック材料の統一／選定・有害物の使用抑制・プラスチック材料名の表示・省エネ・

サプライヤ評価に関する具体的な要請事項 

NTT グループ省エネ性能ガイドライン 社内で使用するルータ・サーバなどの ICT 装置の開発・調達にあたっての基本的な考え方や

装置別の目標値 

テクニカルリクワイヤメント 品質・安全・環境などに配慮した製品を調達するため、環境負荷の低減を含む具体的な技術

要件 

NTT グループの紛争鉱物への対応 コンゴ民主共和国および隣接 9ヶ国から産出される鉱物の一部が、非人道的行為を行う武装

勢力の資金源となる懸念により、定めた紛争鉱物の不使用に向けた取り組みを定めた基本方

針 

バリューチェーン・マネジメントの強化 

https://www.ntt.co.jp/ontime/policy/index.html
https://www.ntt.co.jp/ontime/img/pdf/supply_chain2.pdf
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 グリーン調達ガイドライン   https://www.ntt.co.jp/ontime/img/pdf/green_j.pdf 

 省エネ性能ガイドライン   https://www.ntt.co.jp/kankyo/management/guideline/energy.html 

 テクニカルリクワイヤメント   https://www.ntt.co.jp/ontime/policy/tr/index.html 

 NTT グループ紛争鉱物への対応   https://www.ntt.co.jp/ontime/policy/conflict/index.html 

 調達参加にあたっての留意点   https://www.ntt.co.jp/ontime/procedures/point/index.html 

 

サプライチェーンに関する「リスク評価」を実施 

サプライヤ各社の CSR に対する取り組み状況について、各種ガイドラインを参考に調査を通じて把握し、社会・品質・

環境など、多様な側面からリスク評価しています。今後も調査対象や調査内容、分析手法を含めて精査し、フィードバッ

クやサプライヤの皆さまとの対話を継続していくことで、NTT グループのバリューチェーン全体でリスク低減に努めてい

きます。 

 

推進体制 

NTT グループのサプライチェーン CSR を推進するガイドラインとして、NTT グループサプライチェーン CSR 推進ガイドラ

インを NTT 技術企画部門にて制定しており、NTT グループ各社調達部門と連携して、サプライヤに対して各種ガイドライ

ンに示される要請事項を遵守することを調達の基本条件とするとともにその履行状況の定期的な確認を実施し、サプライ

ヤへのフォローアップを行っています。 

 

主な取り組み 

環境・社会側面のリスクの評価 

各種ガイドラインや技術要件（テクニカルリクワイヤメント）の遵守状況を確認するために、NTT グループの調達額の上

位（全調達額の 90％以上）を占めるサプライヤの皆さまを対象に｢サプライチェーン CSR 推進チェックシート｣を利用した

「サプライチェーン CSR 調査」を実施し、環境・社会側面のリスクを評価しています。 

この調査には、7つの領域（人権・労働、安全・衛生、環境、公正取引・倫理、品質・安全性、情報セキュリティ、社会

貢献活動）を網羅する 140 の確認項目が含まれており、例えば、人権分野では結社の自由や団体交渉の権利行使の遵守、

児童労働、強制労働に関してもモニタリングしています。サプライヤからの回答を評価し、低評価の項目が一定割合ある

サプライヤや特定の項目で評価が低いサプライヤを「高サステナビリティリスクサプライヤ」と定義しています。これに

定義されたサプライヤに対しては現地訪問などによる追加確認を実施し、是正措置が必要な場合には是正措置計画を策定

し、その実行をモニタリングしています。この調査は 1 次サプライヤに対するものですが、チェック項目には 2 次サプラ

イヤに対して社会的責任に関する啓発に取り組んでいることを確認する項目もあり、上流のリスクを評価しています。調

査は対象サプライヤ全社へ依頼し、全社から回答をいただくことを目標としています。サプライチェーン CSR 調査結果に

ついては P087 記載の通りです。 

 

サプライチェーン CSR 調査での確認項目（全 140 項目） 

❶ CSR 推進全般について（4項目） 

❷ 人権・労働について（22 項目） 

❸ 安全・衛生について（25 項目） 

❹ 環境について（23 項目） 

❺ 公正取引・倫理について（27項目） 

❻ 品質・安全性について（11 項目） 

❼ 情報セキュリティについて（15 項目） 

❽ その他（社会貢献活動など）（13 項目） 

 

紛争鉱物に関するリスク評価 

NTT グループの紛争鉱物への対応に基づき、NTT 仕様の製造品・製造委託品のうち、お客さまに販売するものを対象に、

紛争鉱物の使用状況について書面による調査や事務所および工場の訪問確認を実施しています。当該調査の結果について

は P087 記載の通りです。 

サプライヤの皆さまへの情報管理の方法などに関するアンケートや意見交換を通じ、模範となるサプライヤや改善が必

要なサプライヤの対応状況を把握し、回答率などのさらなる向上に向け取り組んでいます。 

 

サプライヤとのコミュニケーション 

NTT グループはサプライヤの皆さまとのコミュニケーションを通じ、双方が互いに意見や提案を交わすことでより良い

パートナーシップの構築に努めています。 

2018 年 7 月からは、大地震などの災害発生時にサプライヤの皆さまの被災状況を、より迅速に把握できるシステムを導

入しました。より速やか、かつ正確に情報を交換することで、これからもサプライヤの皆さまと一丸となって通信設備の

早期復旧に取り組んでいきます。 

https://www.ntt.co.jp/ontime/img/pdf/green_j.pdf
https://www.ntt.co.jp/kankyo/management/guideline/energy.html
https://www.ntt.co.jp/ontime/policy/tr/index.html
https://www.ntt.co.jp/ontime/policy/conflict/index.html
https://www.ntt.co.jp/ontime/procedures/point/index.html
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また、NTT グループ各社においてもサプライヤの皆さまとのコミュニケーションに取り組んでいます。具体的には、各社

を取り巻く事業環境をサプライヤの皆さまへ説明するとともに、引き続き、競争力があり品質に優れた製品を安定的に供

給していただけるよう意見交換しています。 

 

調達部門スタッフへの ESG に関する教育 

 NTT グループは調達活動において持続的に社会規範や法令を遵守することや、環境負荷低減に取り組んでいくために、

調達スタッフ部門への ESG に関する研修を実施しています。調達部門スタッフへの ESG に関する研修実施率は P087 記載の

通りです。引き続き、ESG に関する知識および意識向上に向けた取り組みを積極的に進めていきます。 

 

VA 提案制度とサプライヤ表彰制度 

NTT 東日本および NTT 西日本では、品質や安全性・施工性の向上、環境保護への寄与などの改善をサプライヤの皆さま

からご提案いただき、それを仕様に反映させる活動（VA：Value Analysis）を実施しており、優良な提案をいただいたサ

プライヤに対しては表彰を実施しています。またサプライヤの皆さまが開催する改善発表会へ参画するなど、サプライヤ

の皆さまとの対話、協力による改善に取り組んでいます。 

2006 年度から、シンプルな受付体制をめざし窓口を一本化、また、通信建設会社とサプライヤの VE（Value Engineering）

＆VA 提案など新たなスキームを加え、改善活動をさらに発展させるための環境を整えました。今後とも、製品やサービス

の維持向上に向けた取り組みを積極的に進めていきます。 
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関連する GRI スタンダード：103-2/403-1,3,7 

 

 

基本的な考え方 

 従業員の安全については、事業運営において何よりも優先すべきものと考えています。労働安全衛生の確保については、

労働基準法および労働安全衛生法等の関係法令などの遵守はもとより、安全管理および健康管理を目的に「安全管理規程」

「健康管理規程」などを定めています。NTT グループの事業の中には、電気通信設備などの工事や保守業務など高所作業な

どの危険をともなうものもあるため、委託先会社等の協力会社も含めた NTT グループ全体で事故を防ぐための各種対策や

安全意識の向上に継続的に取り組んでいます。 

 

推進体制 

 関係法令や社内規程等に基づく安全対策・安全管理体制の構築・整備はもとより、NTT グループ横断で事故防止に向けた

委員会を設置し、NTT グループの事業を支える電気通信設備工事における事故の防止や安全な作業環境の整備に取り組ん

でいます。 

  

主な取り組み 

健康・安全な職場環境の実現 

NTT グループでは、関係法令や社内規程に基づく安全衛生委員会などを通じ、職場環境の現状について把握・確認すると

ともに、事業場毎（拠点毎）に合わせた環境の整備・改善に継続的に取り組んでいます。 

 

人身事故ゼロ化に向けた取り組み 

2019 年度、電気通信設備・建物設備の構築・維持に関して、NTT グループ各社が発注した工事および故障修理（直営ま

たは協力会社実施）において重篤人身事故※1が 2 件※2発生しました。事故内容は、作業車両と通行車両の衝突事故、工事

エリアへの通行車両の進入による事故となっています。 

人身事故の防止に向けては、基本動作の再確認・再徹底や作業者一人ひとりの安全意識向上に向け、グループ一体とな

って継続的に取り組んでいます。例えば、NTT グループ共通の「安全の日」には過去に起こった事故の再現 VTR を活用した

注意ポイントの確認や全作業員宛ての一斉メールを送付し、注意喚起しています。 

また、NTT グループ安全推進強化期間（6 月 1 日～7 月 7 日、12 月 1 日～翌年 1 月 15 日）において、過去に定めた事故

防止ルールの再確認や NTT グループ統一の安全ポスター掲示、安全パトロールの強化など、安全ルールの定着を図ってい

ます。さらに、通行車両の飛び込み事故防止に向けた取り組み、センシング・AI・バイタルデータ等の先進技術を活用し

た取り組みをグループ一体となって検討するなど、人身事故ゼロ化・安全な労働環境の提供に向けた活動を継続的に取り

組んでいます。 
※1 重篤人身事故：「死亡」もしくは「永久労働不能」となった事故 

※2 事故件数内訳：直営 0 件、協力会社 2 件（国内） 

 

新型コロナウイルス感染症に対する取り組み 

新型コロナウイルスの感染拡大にともない、社会がソーシャルディスタンスを確保した生活が定着する中、技術開発、

ICT の更なる活用、作業プロセスのデジタルトランスフォーメーション（DX）等の推進を通じて、人手を介さない安全な作

業環境の創出に取り組むとともに、お客さま対応など引き続き現地での対応が必要な業務については、従業員が安心して

事業活動に取り組んでいます。また、お客さまへの感染防止も含め、対策に徹底して取り組んでいるところです。 

新型コロナウイルス対策については、「新型コロナウイルス対策会議」を定期的に開催し、NTT グループの感染者数の状

況確認や防止策を決定し、感染拡大防止・予防対策に取り組んでいます。また、三密回避（ソーシャルディスタンスの確

保、在宅勤務・時差出勤の推進等）を行動の原則として位置づけ、マスクの着用、手指消毒、ドアノブの非接触化、座席

のジグザグ配置やアクリル板の設置などの対策のほか、テレワークを推進し、感染防止を徹底しています。 

  

従業員の安全 
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関連する GRI スタンダード：103-2/403-6 

 

 

方針・考え方 

従業員の健康維持・増進への取り組みがモチベーションや生産性を向上させ、企業の収益拡大にもつながるとの方針の

もと、「健康経営」を経営戦略の一環として取り組んでおります。 

私たち NTT グループは、従業員本人はもとより、従業員を支える家族の健康保持・増進にも配慮することが、従業員一人

ひとりの働く意欲や活力の向上、ひいてはグループの成長と発展に繋がるものと考えています。 

 

推進体制 

NTT グループでは、健康経営を推進するための体制として、会社

と NTT 健康保険組合がコラボレーションした「健康経営推進会

議」を設置し、グループ会社の人事部長と NTT 健康保険組合の

役員を推進責任者に指定し、「健康経営計画の策定＋健康目標の

設定（P）」→「健康施策の策定・実施（D）」→「健康実績の把握・

確認（C）」→「健康施策の効果検証（A）」と PDCA を回すことで、

効果ある取り組みとしていきます。 

また、ヘルスデータを活用した健康目標（KPI）を設定し、その

達成に向けた健康意識の向上と推進活動を促進するための各種

施策を検討し、展開しています。 

 

主な取り組み 

従業員の健康の保持・増進 

NTT グループでは、従業員の健康の保持・増進に向け、定期健康診断の充実と、診断結果を踏まえた健康指導を行ってい

ます。さらに、生活習慣病対策として、希望者に対して人間ドックの受診機会を提供するとともに、30 歳を起点として 60

歳まで 5年ごとの人間ドックの受診を必須としています。加えて、スポーツジムの利用者への利用支援も実施しています。 

また、健康保険組合と連携し、ウエアラブル端末を活用することで、日々の歩数などのバイタルデータを記録・確認で

きるポータルサイトや、健康診断データをもとにメタボや高血圧に関する将来の健康リスクを予測・シミュレーション機

能を具備したアプリを提供し、従業員の健康行動のサポートを実施しています。加えて、食堂が設置されている事業所で

は栄養士の管理による昼食を提供しているほか、一部の事業所においては、仕事の合間のリフレッシュとレジリエンスを

高めるために気軽に利用できるマッサージサービスも提供しています。 

 

新型コロナウイルス感染症対策における社員の健康管理 

新型コロナウイルス感染症の流行の拡大に伴い、全従業員に対し安全・健康を確保するための取り組みを行っています。

また、関係会社社員に対しても同様の取り扱いとしています。具体的には従業員の安全（P074）をご覧ください。 

また、アフターコロナにおけるリモート型の働き方（場所にとらわれず自由度の高い働き方）を推進していくうえで、

従業員のメンタルヘルス対策・フィジカルヘルス対策は今後一層重要になると考えており、遠隔でもセルフケア・ライン

ケアが行える効果的な施策を順次展開しています。 

 

過重労働の防止 

NTT グループは、例えば、パソコンのログオン・ログオフ時刻をシステム上に記録し、オフィスワーク・リモートワーク

を問わず、従業員一人ひとりの労働時間を適正に管理することで、過重労働の防止に努めるとともに、長時間労働者に対

しては、健康管理スタッフによる過重労働面談において、健康管理に向けた適切な助言・指導を行っています。 

また、フレックスタイム制・スーパーフレックスタイム制・裁量労働制、リモートワーク制度などを導入し、柔軟な働

き方を実現するなど、従業員が活き活きと働くことができる環境を整備しています。 

 

メンタルヘルスケア 

NTT グループは、メンタルヘルスに関して社内外に相談窓口を設けているほか、ストレスチェック、過重労働面談、管理

健康経営の推進 
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者に対するラインケア研修の実施など、メンタルヘルスの対策を実施しています。 

また、リモート型の働き方を推進する中、メンタルヘルス対策として、簡易な問診を定期的に行うことで、社員の変調

を把握・管理（セルフケア）するとともに、上長とのコミュニケーション（ラインケア）を促す仕組みとして、よりリア

ルタイムな意識の定点観測が可能な「パルスサーベイ」を実施しています。 

 

充実した福利厚生 

NTT グループトータルで選択型福利厚生制度（カフェテリアプラン）を導入しています。人間ドック受診や健康 IT 機器

の取得などの健康増進に加え、財産形成支援などのカフェテリアメニューを提供しており、従業員各自が付与されたポイ

ントを使って、自由にメニューを選択することができます。 

また、ポイントを使用せずに従業員が利用できるコアメニューとして、年齢とともに発生リスクが高まる「生活習慣病」

や「がん」をはじめとした疾病の早期発見のため人間ドックを実施しています。さらには、フィットネスクラブの利用補

助、スマートフォンアプリ（dヘルスケア）を活用した健康活動促進メニューなども提供しており、いつでも自由に利用す

ることができます。 

 

「カフェテリアプラン」の主なメニュー 

健康増進 
人間ドック（オプション検査補助含む）、ベストドクター紹介、マルチオピニオン、ウエアラブル端末

等の健康 IT 機器取得 等 

財産形成 各種財形貯蓄奨励金、社員持株会 等 

住宅関連 社宅・寮入居、持家取得支援 等 

 

全ての従業員が利用できるコアメニュー（ポイント申請不要） 

健康増進 人間ドック（30 歳時を起点に 60歳までの間、5年ごと）、ｄヘルスケア（ベーシック） 等 

生活援護 
NTT ベネフィット・パッケージ（フィットネスクラブの利用補助、育児・介護支援、レクリエーション

利用など） 等 

財産形成 一般財形貯蓄 等 

住宅関連 提携ホームローン 等 

その他 保険・共済 等 

 

健康・安全とウェルビーイングに関する取り組み 

フレックスタイム制度 
（働く時間を柔軟にする）フレックスタイム制（コアタイム設定あり）、スーパーフレックスタイム制

（コアタイム設定なし） 

在宅勤務制度 （場所を選ばない働き方を可能とする）在宅勤務、モバイルワーク 

育児施設や手当 

・扶養手当の支給 

・ベビーシッター補助等のライフサポート 

・事業所内託児所の設置 

母親を対象とした法定

以上の有給の出産・育児

休暇 

育児休職制度、育児短時間勤務制度（法定以上）、育児のための個人単位のシフト勤務、育児のために

退職した社員の再採用制度、失効する年休を積み立てて利用可能な「ライフプラン休暇」等 

父親を対象とした法定

以上の有給の出産・育児

休暇 

育児休職制度、育児短時間勤務制度（法定以上）、育児のための個人単位のシフト勤務、育児のために

退職した社員の再採用制度、失効する年休を積み立てて利用可能な「ライフプラン休暇」等 
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関連する GRI スタンダード：103-2/401-2/402-1/404-3 

 

 

方針・考え方 

 優秀で多様な人材の長期的な定着は、組織の強力な経営基盤となります。そのためには、公正な評価、機会均等、成長

機会の提供、福利厚生などの雇用環境の整備が必須です。また、近年は就職活動中の学生も企業の福利厚生や働きやすさ

を考慮して志望する企業を選択しており、優秀な人材を確保する観点でも魅力ある職場を実現することが重要になってい

ます。 

NTT グループでは多様な働き方に対応した人事制度、従業員やその家族を対象とした福利厚生を充実させることで、安

心して仕事ができ、能力を存分に発揮できる環境を整備しています。 

また、海外事業に携わる従業員の職歴や専門知識などを登録する人事データベースの構築を進めており、グローバル人

材の見える化と育成を加速し、最適な人員配置をめざしています。 

 

推進体制 

将来、世界を舞台に活躍できる、優秀な人材に集まってもらうために NTT グループ合同での学生向け情報サイトを立ち

上げ、NTT グループ合同イベントを開催しています。また、グローバルでも採用活動を展開しており、日本のみならず全世

界から優秀な人材を確保しています。 

このような取り組みの結果を測定する指標として、NTT グループで働く従業員の仕事や職場に対する満足度調査を実施

しています。この指標を継続的にモニタリングすることで、NTT グループにおける課題を把握し、改善に生かすことを目的

としています。 

 

主な取り組み 

従業員満足度の向上 

NTT グループは、職場環境および会社の仕組みの改善を行い、働きやすい会社づくりに向けた課題の把握に努めていま

す。その一環として、グループ会社で従業員の意識調査を定期的に実施し、職場環境の改善などにつなげています。 

 

公正な評価・処遇 

NTT グループでは、成果・業績を重視した社員資格制度において各資格等級にふさわしい行動や業績レベルを設定し、

その目標設定をもとに評価をフィードバックする一連の評価プロセスを確実かつ的確に実施することで、社員の自律的・

主体的な職務遂行の促進を図る人事制度を運営しています。 

 

納得度の高い人事評価の仕組み 

人事・人材開発に関わるさまざまな仕組みを各社個別で運用するのではなく、社員に期待する人材像（行動と業績）の

レベルを示した社員資格制度を軸に、社員の「適切な配置」「能力開発」「評価」「格付・給与」といったものをトータル

なシステムとして運用しています。 

評価にあたっては、目標設定から日々のコミュニケーション、評価の実施・フィードバック面談までの一連のプロセス

を適切に実行するため、以下のようなサイクルを設けています（評価制度のカバー率：NTT グループ全体の 60%）。 

 

上司や人事部との定期的な個別面談 

NTT グループでは、社員が業績目標やその達成に向けたプロセスを上司と共に認識し、改善点や成長への方向性を共有

していけるよう、全社員を対象に上司や人事部との定期的な個別面談を実施しています。 

上司との個別面談は「期首面談」「中間面談」「期末面談」「総合評価フィードバック面談」「業績評価フィードバック面

談（4月・10 月）」と年 6回の機会を設けています。「期首面談（目標設定面談）」では、当該年度の目標などについて上

司と部下が認識を合わせ、上司からアドバイスなどをしています。「中間面談」「期末面談」「フィードバック面談」で

は、達成した成果・業績と目標達成のプロセスを上司と部下が一緒に振り返り、さらなる改善と成長に向けたアドバイス

と動機づけを与えています。これらの個別面談については実施状況を管理しており、休暇・休職などの事由により期間中

に面談を実施できなかった場合を除けば、全て 100％の実施率となっています。 

 

 

魅力ある職場の実現 
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評価者会議 

「評価者会議」は 2001 年度より、春・秋の年 2回実施しています。評価の公正性・客観性を高めるため、同じ部門の

評価者が集まる評価者会議を実施しており、評価者間で評価の目線・レベルを合わせることにより、評価者の主観や恣意

による評価エラーを防ぐよう努めています。 

 

評価者研修 

評価の納得性・公正性のさらなる向上に向けた取り組みとして、上司（評価者）に対しては「評価者研修（eラーニン

グ）」や「新任管理者研修」を実施するとともに「人事評価マニュアル」を提供しています。また、社員（被評価者）に

対しては「被評価者研修」・「目標設定研修」等を実施し、「評価・目標設定等の解説書」「人事・給与制度理解促進に向け

た Web 教材ツール」「ハイパフォーマーズ・モデル事例」を提供しています。 

 

人事・給与制度の整備 

NTT グループでは、社員一人ひとりがチーム NTT の一員として力を発揮できる環境を整備し、実力あるプロフェッショ

ナル人材への着実な成長と、社員一人ひとりの自律的・主体的なキャリア形成に向けた施策を推進しています。 

採用から 65 歳までをトータルの就労期間と捉え、現場力・専門性を有する人材と新分野に果敢に挑戦する人材をバラ

ンス良く確保しながら、若年層から中高年齢層に至るまで全世代の社員が持てる能力をフルに発揮し、事業貢献につなげ

ていく環境整備の一環として、2013 年に人事・給与制度の処遇体系を再構築しました。NTT グループの事業特性を踏まえ

た評価反映型手当の導入や、成果手当の充実など、期待される役割や成果の達成に対して、これまで以上に処遇していく

仕組みとしています。 

 

ワーク・ライフ・マネジメントの推進～働き方・休み方改革～ 

NTT グループが、イノベーションを通じて新たな価値を創造していくためには、NTT グループで働く社員一人ひとり

が、従来型の働き方から脱却し、時間や場所にとらわれない、より効率的な働き方へとシフトすることにより、これまで

以上に主体性や創造性を発揮していくことが強く求められます。また、これを支える土台として、職場全体でワーク・ラ

イフ・マネジメントに対する理解を深めるとともに、一人ひとりの多様な働き方を受容する風土をつくっていくことが極

めて重要と認識しています。 

こうした観点から、2017 年に NTT グループの全経営者・管理者・全社員による「働き方改革宣言」を発表し、ビジネ

スパートナーとともに業務プロセス全体の改善を図りながら、心身の健康確保・個々人の変革に向けた各種取り組みを推

進しています。また、NTT では、総労働時間の短縮に向け、2022 年度末までに総実労働時間 1,800 時間（前半）の実現を

目標に掲げています。 

 

NTT グループ「働き方改革宣言」 

 

1. 基本方針 

健全で創造的、効率的な事業運営に向けては、全ての社員とビジネスパートナーの健康と安全が最も重要との認識のも

と、ビジネスパートナーとともに業務プロセス全体の改善を図りながら、働き方・休み方改革を推し進め、原則、深夜残業

を行うことなく、総労働時間の短縮に向け、たゆまず取り組む。 

2. 行動指針 

（1） 経営者・管理者 

「働き方改革」のリーダーとして、ビジネスパートナーとの連携を含む業務プロセス全体の改善に率先して取り組む。 

社員の働き方やワーク・ライフ・マネジメントについて、的確な助言・支援を行う。 

（2） 全社員 

「所定勤務時間内での業務遂行が基本」との意識を強く持ち、自律的かつ効率的な働き方を心がける。 

メリハリある働き方や積極的な休暇取得等により、心身の充実を図る。 

 

在宅勤務制度などの活用 

NTT グループで働く全ての社員が仕事の進め方を見直し、ICT カンパニーとしてリモートワーク制度、フレックスタイ

ム制度などを積極的に活用し、効率的かつ柔軟な働き方をめざしています。テレワークについては、2017 年度から「テ

レワーク・デイズ※1」の趣旨に NTT グループとして賛同するとともに、積極的に同運動に参加しています。2018 年には

21 社が参加、2019 年 7 月には、100 社以上のグループ会社が実施団体・特別協力団体などとして参加しております。ま

た、柔軟な働き方を実現するための環境整備として、NTT グループ各社の事業特性に応じた各種勤務制度（フレックスタ

イム制、スーパーフレックスタイム制、1年単位の変形労働時間制、裁量労働制、分断勤務等）を設定しています。東京
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都が推進する「スムーズビズ※2」にも首都圏の NTT グループ企業が積極的に参加し、各種勤務制度を活用して、時差出勤

など柔軟な働き方を実践しております。 

なお、総務省が 2015 年からテレワークの導入・活用を進めている企業・団体を「テレワーク先駆者」とし、その中か

ら十分な実績を持つ企業等を「テレワーク先駆者百選」として公表する「テレワーク先駆者百選」に認定されています。 
※1 総務省、厚生労働省、経済産業省,国土交通省、内閣官房、内閣府が主導している「東京オリンピック・パラリンピック競技大会」に向けた働き方改革

の取り組み。毎年 7 月 24 日を「テレワーク・デイ」と位置づけ、全国一斉にテレワークの実施を呼び掛けている。 

※2 交通需要マネジメント（TDM）やテレワーク、時差 Biz などの取り組みを一体的に推進し、新しいワークスタイルや企業活動の東京モデルを社会に定着

させ、全ての人びとがいきいきと働き、活躍できる社会の実現をめざし東京都が始めた取り組みです。 

 外部からの評価 https://www.ntt.co.jp/csr/award.html 

 

各種休暇の取得促進 

NTT グループは、社員一人ひとりのさらなるワーク・ライフ・マネジメントの推進に向けて、「働き方改革」に加え、

「休み方改革」にも積極的に取り組んでいます。ゴールデンウィークや年末年始、夏季休暇に合わせて長期休暇の取得を

奨励するなど、各種休暇を取得しやすい環境整備に努めています。また、NTT では管理者も含めた積極的な年休取得の推

進の一環として、管理者は月に 1回以上の金曜日において、半日以上の休暇を推奨する「Value up フライデー」にも取

り組んでいます。 

 

仕事と育児・介護との両立に向けた支援 

NTT グループは、社員の育児・介護を支援するために、さまざまな制度を男女問わず利用できるよう整備しています。

これらの制度については、社員のニーズや社会的要請などを踏まえるとともに、多様な人材の活躍を推進する観点から、

柔軟な取得を可能とするなど、随時、充実を図っています。 

健康や育児・介護などに関わる社員ニーズは変化していることから、これまで以上に働きやすい環境を整備していくた

めに、従来の福利厚生メニューを 2018 年に大幅に見直し、「NTT ベネフィット・パッケージ」として、育児・介護に関わ

る各種支援メニューを充実させました。具体的には、居住地に合った保活支援等を実施する「育児コンシェルジュ」を導

入したほか、各種育児補助金などのサービスも大きく充実させています。また、介護については、ケアマネージャーのマ

ッチングを含め各種介護の相談に応える「介護コンシェルジュ」も新設しました。その他、厚生労働省による「仕事と介

護を両立できる職場環境」の整備促進のためのシンボルマーク（愛称「トモニン」）を活用し、NTT の取り組みをアピー

ルするとともに、仕事と介護を両立できる環境づくりを進めています。 

このように、NTT グループでは、育児や介護を行う社員が、当該事由により離職することなく継続して活躍できる環境

整備を推進しており、今後も、育児・介護に関わる諸制度の充実をはじめ両立支援に向けた取り組みを積極的に展開して

いく考えです。 

 

育児・介護に関するさまざまな情報を発信 

NTT グループは、社員向けの「育児・介護支援 Web サイト」を設け、各種制度の内容や利用方法に加え、実際に育児と

介護を両立している社員の体験談を紹介するなど、さまざまな情報を発信しています。このほか、育児支援セミナーや復

職者セミナーの実施、産前育休後面談の実施、事業所内託児所の設置などを行っています。 

また、“大介護時代”の到来を見据えて、仕事と介護を両立できる職場環境づくりを進めていくため、グループ各社で

介護勉強会などを開催しています。社員の関心が高く、参加者も多い傾向にあり、今後も開催していく予定です。 

 

ライフプラン研修 

NTT グループでは、社員の生涯設計が多様化・個別化していくことを踏まえ、社員一人ひとりがキャリアの節目ごとに

自らの職業人生を含めた生涯設計を行えるよう、Web サイトを活用したライフプラン設計に向けた支援を実施していま

す。 

また、心身の健康保持・増進に関わるサポート、財産形成、生活に関わるトラブルや悩みに対する専門的なアドバイ

ス、ライフプラン形成や仕事と育児・介護の両立に向けたサポートおよび社内制度などのさらなる理解促進に向けて社内

制度相談窓口を設置しています。 

 

良好な労使関係 

管理職を除く日本国内の社員のほとんどは、日本労働組合総連合会の加盟組合である NTT 労働組合の組合員であり、労

使関係は安定しています。なお、過去 10 年以上にわたって労働組合によるストライキは経験していません。 

また、労働組合と定める労働協約の「社員の配置転換に関する協約」に基づき、業務上の変更を実施する場合は発令す

べき日の 10 日前までに通知しています。  

https://www.ntt.co.jp/csr/award.html
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関連する GRI スタンダード：103-2/404-2 

 

 

方針・考え方 

 NTT グループでは、選ばれ続ける”Your Value Partner”となるため、人材（社員）を中核に据え、社員一人ひとりが業

務を通じて能力を発揮し、高い付加価値を提供できる人材となることができるよう、人材育成を実施しています。 

個々人の能力開発に向けて、職位や経験等などに応じた技量を身につけるための階層別研修や、職務にて求められる専

門性を高めるための研修などを用意することで、グローバル化や技術革新などにより急速に環境が変化する社会において

も活躍できる人材の育成をめざしています。 

 

推進体制 

NTT グループ各社では、事業特性や業務内容に応じた専門分野の設定、スキル認定の仕組みの構築など、さまざまな人材

育成に関する制度を整備しています。これによって、自己啓発も含め、社員はいつでも自らに必要なスキルアップに取り

組むことができる環境となっています。 

また、社員の人材開発の実施状況は面談などによって定期的にフォローアップされており、社員の将来のキャリアプラ

ンに沿った育成計画が立てられるようになっています。 

 

主な取り組み 

能力開発の支援 

各事業分野に必要な専門スキルを習得するための集合研修や OJT に加え、自己研鑽のための通信教育や e ラーニング、

その成果を測るための社内資格制度や資格取得の支援などを通じて、社員が一層活躍できる場を提供しています。また、

グループ共通のタレントマネジメントシステムを導入し、社員がより積極的に自身のキャリア形成に携わる環境を提供す

るとともに、目指すキャリアの形成に有効である研修の推奨等を提供していきます。 

年度の初めや中間・年度末に上長と社員が計画・振り返りの面談をするとともに、ステップアップのタイミングでマネ

ジメント研修を開催するなど、積極的に社員のキャリア形成を支援しています。とくに近年では、増大するセキュリティ

リスクに対処するため、セキュリティ分野のエキスパート人材を育成するカリキュラムを実施しているほか、将来の経営

リーダーの育成に向け、部長・課長クラスから選抜した約 400 人程度に対して、リーダーシップ開発および人的交流を促

進する研修カリキュラムを実施しています。また事業のグローバル化を見据えて、グローバル市場で活躍する社員の育成

に向け、海外大学院への留学や海外企業派遣プログラムを充実させています。 

 

経営リーダーおよびグローバル人材の育成 

目的 研修プログラム名 主な内容 

将
来
の
経
営
層
と
な
る
リ
ー
ダ
ー
の
育
成 

NTT グループ全体の

リーダーの育成 

メンタリングプログラム 新任理事、若手幹部候補生（課長クラス）の経営幹部としての心構え

の醸成を目的として、グループ内副社長・役員によるメンタリングプ

ログラムを実施 

グループリーダー 

育成プログラム 

今後の NTT グループ間のコラボレーションを担う若手管理者の経験・

視野の拡大、グループ横断ビジネス推進のマインド醸成を目的とし、

ほかグループ会社への人事異動および幹部との意見交換等を定期的に

実施 

MAC 経営塾 企業の枠に囚われない広い視野と高い視点を持った経営者の育成およ

び NTT グループとしての一体感の醸成とヒューマンネットワーク強化

を目的として、社外から塾長を招き４コースの経営塾を７ヶ月にわた

り実施 

グローバルで活躍す

る人材の育成 

GLDP（Global Leadership 

Development Program） 

グローバルビジネスを担う次世代幹部層の視野拡大、リーダーシップ

醸成、ヒューマンネットワーク形成を目的として、海外ビジネススク

ールにて 1週間のカリキュラムを実施 

GLDP LEAD（Leadership 

Excellence and Accelerating 

Diversity） 

国内外シニアマネージャーを対象に、NTT グループのグローバルリー

ダー育成を目的として、海外ビジネススクールにてリーダーシップ・

ダイバーシティに関する議論など 1週間のカリキュラムを実施 

  

人材育成 
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スキルマッピング、資格取得の奨励・支援 

グループ各社では、各事業特性をもとに、独自のスキルマッピングを設定し、その分類に基づいて人材を育成していま

す。また、マッピングに基づいて一人ひとりのレベルを測定しており、各レベルの認定人数を把握し、実施状況を測定し

ています。具体的には以下のように運用しています。 

① 業務に必要な専門性に基づく専門分野の設定 

② 専門分野でのスキルに応じたレベルの定義・認定 

③ 自己のキャリア計画に基づく、上長・組織の支援のもとでの、PDCA サイクルを回した育成 

国内主要 5社については、合計 93 種類のスキル分類をしており、海外グループ会社においても、例えばディメンショ

ンデータにおいては、フレームワークを用いた 10 種類の分類で人材を育成しています。 

また、NTT グループでは、ICT 業界で広く活用されている、技術士、情報処理技術者など業務に関連する資格取得を奨

励しており、資格保有者の増加をめざしています。 

 

適材適所の人材配置 

NTT グループの事業内容は多岐にわたっています。それぞれの事業を円滑に推進していくためには、社員一人ひとりが

最大限に力を発揮できるよう、適材適所の人材配置を行うことが重要です。こうした観点から、個々人の能力開発の状況

やキャリアプランを総合的に勘案して定期的に人事ローテーションを実施しています。 

 

社内公募制度の実施 

NTT グループでは、自律的なキャリア形成を求めるチャレンジ意欲あふれる一般社員に対して活躍の場を提供する

「NTT グループ内ジョブチャレンジ」のほか、NTT グループ変革の推進を担う管理職のみを対象として、各事業分野の重

点ポストに従来の価値観にとらわれない多様な人材を募集する「NTT グループ内ジョブオファリング」を運営しておりま

す。 

これらの社内公募制度は、NTT グループ全体として新たなチャレンジを支援する風土づくりの一環として、積極的な活

用を推進しております。 

 

一時解雇（レイオフ）の実績 

組織的変更にあたっては、全ての労働組合と協議・交渉した上で実施しています。2019 年度も、一時解雇（レイオ

フ）にあたる実績は発生していません。 
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関連する GRI スタンダード：103-2 

 

 

方針・考え方 

NTT グループは、日本国内はもとより世界各地に事業所を持ち、通信ネットワークというライフラインの提供をはじめ

として、ICT やデータの利活用による社会的課題を解決することにより Smart World、Society 5.0 の実現に向けた事業を

展開しています。そのような中、ICT 発展に向けた各種団体への助成を行うことのほか地域住民の方々をはじめ、政府や自

治体、NGO・NPO、教育機関などと連携しながら地域の課題と向き合い、さまざまな人びとと共生していくことが不可欠で

す。 

NTT グループは、環境問題や少子高齢化、子どもたちの教育など、事業活動を展開する地域のさまざまな課題を認識し、

働く全ての社員とその家族、退職した方々など、“チーム NTT”の活動を通じて、豊かな地域社会づくりに貢献していくこ

とが重要であると考えます。グループ総勢約 30 万人の社員一人ひとりが地域の方々との交流を持ち、地域のニーズを把握

し、事業活動を通じて課題解決に向けて少しでも貢献できることが、やがて自分たちのビジネスチャンスやリスク回避と

してリターンされると考え、「地域社会への投資」を目的とした活動を最も重要な活動分野と位置づけており、グローバル

企業であると同時に地域に根ざした事業を展開する NTT グループの強みでもあります。 

 

推進体制 

“チーム NTT”が一丸となって、持続可能な社会の実現に貢献していくことを「NTT グループ CSR 憲章」の中で定めてい

ます。この考えに則り CSR 推進室が中心となって設定した方針や具体的な活動計画をもとに、グループ各社で社会貢献活

動を推進しています。 

例えば、「自然環境保護」の分野では、2009 年度から「Green with Team NTT」というスローガンを打ち出し、社員参加

型の環境保護活動をグループ一体となって推進しています。また、東日本大震災をはじめとする大規模災害で被害を受け

た方々への支援活動にも取り組んでいます。 

 

主な取り組み 

社会貢献活動分野 

地域社会への投資： NTT グループおよび地域社会双方に関連のある社会的課題を解決するために、中長期的に展開

する社会貢献活動 

慈善活動： 1 回もしくは短期で活動が収束する予定の社会貢献活動 

商業的イニシアティブ： 社会貢献活動自体で NTT グループとして利益を上げている活動 

 

社員の社会貢献活動への支援 

NTT グループは、社会貢献活動への参加が社員の多様な価値観や豊かな感性の醸成に役立つとの考えから、社員の社会

貢献活動を支援する施策の充実に努めています。グループ各社は、社員に対して活動支援の方針を明示して、その方針に

基づいて社会貢献活動表彰を実施しています。また、社員の自発的な募金活動で集まった金額と同じ額を会社が提供する

「マッチングギフト・プログラム」、社員からの申請に基づいて、その社会貢献活動先の施設などへ物品を提供する「ボ

ランティア・ギフトプログラム」など、支援施策の充実に努めています。 

 

社会貢献活動の支援施策 

施策 内容 

ボランティア・ギフトプログラム 社員が長期にわたって活動している施設などに会社から物品を寄贈するプログラム 

マッチングギフト・プログラム 社員の募金・寄附活動に会社も賛同し、その寄附先に会社からも寄附を行うプログラム 

ライフプラン休暇制度 ライフサイクルにおける社会貢献活動やリフレッシュのために取得できる休暇制度 

NTTグループボランティアポータルサイト 

 

NTT グループ横断で取り組むスポーツボランティアを中心にさまざまなボランティア活

動を紹介、支援するポータルサイト 

 

 

グループ一丸となった社会貢献活動の推進 
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NTT グループボランティアポータルサイトを通じたボランティア活動の推進 

NTT グループボランティアサイトは国内の NTT グループ社員向けにさまざまなボランティア活動を紹介・支援するサイ

トとして 2017 年に開設。「Smile for all」を合言葉に NTT グループ、参加者、地域コミュニティがそれぞれ win-win と

なり、活動に関わった全ての人が笑顔となれるようグループ横断で社会貢献活動を推進しています。 

2019 年度は、手話講座・パラスポーツ観戦・植樹活動など、ダイバーシティや環境をテーマにしたさまざまな分野の

活動を全国各地で開催しました。今後、こうした NTT グループの強みであるマンパワーを活用した活動が組織・分野・地

域・世代・主体へと広がり、社員のサードプレイス（創造的な交流の場）として発展させながら、ボランティア文化の醸

成につなげていきます。 

 

退職者による社会貢献活動 

“チーム NTT”の一員として、NTT グループを退職した方々も、全国各地において個人あるいはグループで、社会貢献

活動に積極的に参加しています。 

NTT グループの退職者が参加する「電友会」は、福祉活動や環境美化活動など、多様で幅広い社会貢献活動を行ってい

ます。また、電友会では、会員による数多くの社会貢献活動の中から、長年地道に取り組みを継続してきた個人・団体に

対して、年に 1回会長表彰を実施し、退職した方々の社会貢献活動を支援しています。2019 年度は、個人表彰 36 件、団

体表彰 3件、ボランティア活動功労賞 13 件を表彰しました。 
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ワーク・ライフ・マネジメント推進に向けた各種制度 

制度・施策名 内容 

休
暇
制
度 

年次有給休暇 
用途問わず利用できる有給休暇。勤続年数 1年以上の社員に対して年間 20 日発効される 

※勤続年数 1年未満の社員については、13 日発効 

特別休暇 

特定の事由に該当する場合に利用可能 

＜事由＞ 

結婚、忌引、夏季、出産、育児時間、生理休暇、交通遮断、自然災害による自宅消滅等 

ライフプラン休暇 
休暇年度の末日において失効となる年次休暇のうち、毎年 3日を限度にライフプラン休暇とし

て積み立て利用可能 

病気休暇 負傷または疾病にかかったときに利用可能 

出
産
・
育
児
支
援 

妊娠中の通勤緩和 1 日を通じ 60 分を限度として勤務時間の始めまたは終わりに勤務を免除する制度（有給） 

妊娠中および出産後の健

康診断 

妊娠中および出産 1年以内に「保健指導」または「健康診査」を受診する場合、勤務を免除す

る制度（有給） 

出産休暇（特別休暇） 産前 6週（多胎妊娠の場合は 14 週）、産後 8週の特別休暇制度（有給） 

育児時間休暇 
生後満 1年に達しない生児を育てる女性社員に、1回 45 分（双生児の場合は 1時間）を 1日 2

回まで育児時間が与えられる制度 

育児休職 満 3歳までの子の養育のために休職ができる制度（無給） 

育児のための短時間勤務 
小学校 3 年生以下の子を有する期間において短時間勤務ができる制度（4 時間、5 時間、6 時

間） 

育児のためのシフト勤務 小学校 3年生以下の子を有する期間においてシフト勤務ができる制度 

時間外・深夜勤務の制限 小学校 3年生以下の子を有する期間において時間外・深夜勤務が制限される制度 

介
護
支
援 

介護休職 介護を必要とする家族を有する社員が休職できる制度（無給） 

介護のための短時間勤務 介護を必要とする家族を有する社員が短時間勤務できる制度（4時間、5時間、6時間） 

介護のためのシフト勤務 介護を必要とする家族を有する社員が最長 3年を限度としてシフト勤務できる制度 

時間外・深夜勤務の制限 介護を必要とする家族を有する社員の時間外・深夜勤務が制限される制度 

 

制度・施策名 内容 

勤
務
関
連 

シフト勤務 育児・介護を理由とした個人単位の始終業時刻の変更が可能 

フレックス勤務 

フレックスタイム制：標準的なコアタイム（10：00～15：00、具体的な時間帯は組織により設

定可）及びフレキシブルタイム（7：00～22：00）で勤務が可能 

スーパーフレックスタイム制：コアタイムを設定せず、フレキシブルタイム内で勤務が可能（最

低勤務時間は３時間設定） 

リモートワーク制度 直属上長が自宅などにおいて遂行が可能であると判断した業務について実施可能 

再採用制度 
育児、介護またはパートナーの転勤等により退職した社員のうち、退職時に申し出を行った社

員の再採用が可能な制度 
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人事・労務データ 

雇用等の状況 

  バウンダリー 単位 2017 年度 2018 年度 2019 年度 

全従業員数 

C 
人 

284,544 307,894 319,039 

 

地域別 国内 166,173 179,902 183,824 

海外 118,371 127,992 135,215 

海外従業員比率 ％ 41.6 41.6 42.4 

 

男女別 

E 
人 

109,200 106,997 110,207 

  

男性 92,000 88,756 88,724 

女性 17,200 18,241 21,483 

女性社員比率 ％ 15.8 17.0 19.5 

 

NTT 

単体 人 

2,644 2,562 2,494 

  

男性 2,371 2,273 2,200 

女性 273 289 294 

臨時従業員数（再掲） 55 68 65 

管理者数※1 

E 
人 

26,110 25,736 25,616 

 

 男性 24,770 24,268 23,991 

女性 1,340 1,468 1,625 

女性管理者比率 ％ 5.1 5.7 6.3 

平均年齢 

単体 歳 

41.3 41.3 41.1 

 
男性 41.7 41.7 41.7 

女性 37.4 37.6 37.1 

平均勤続年数 

単体 年 

16.8 16.8 16.7 

 
男性 17.2 17.2 17.1 

女性 13.4 13.5 13.3 

平均年間給与 単体 
円 

5,846,977 5,913,532 5,954,975 

A 6,390,108 6,449,078 6,520,047 

従業員一人あたりの基本

給と報酬額の男女比※2 

管理職 
基本給 

D - 

－ － 1:1.02 

報酬総額 － － 1:1.03 

一般職 
基本給 － － 1:1.17 

報酬総額 － － 1:1.17 

新卒採用者数 

A 
人 

1,550 1,721 1,877 

 

 男性 1,022 1,170 1,270 

女性 528 551 607 

女性採用比率 ％ 34.1 32.0 32.3 

外国人採用者数 

D 人 

58 75 55 

 
 男性 35 44 31 

女性 23 31 24 

障がい者雇用率※3 単体 

％ 

2.6 2.7 2.7 

A 2.5 2.6 2.6 

B 2.3 2.4 2.4 

再採用者数 

D 人 

18 16 14 

 
男性 1 0 2 

女性 17 13 12 

離職率（定年退職含む） 全社員離職率 
D ％ 

6.4 6.1 9.9 

自己都合による離職率 3.0 3.7 3.7 

定年退職者の継続雇用 D 人 18,000 14,000 10,000 

NTT 労働組合加入率 B ％ 86.0 84.8 79.4 

従業員満足度調査 B 点 3.79 3.80 3.79 

※1 課長クラス以上 

※2 給与体系は、男女で同一の体系を適用。差は年齢構成、等級構成などによる（比率は女性：男性） 

※3 翌年 6 月 1 日時点 
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社内制度利用者、労働時間等の状況 

  バウンダリー 単位 2017 年度 2018 年度 2019 年度 

特別休暇（出産）利用者数 D 人 1,147 1,081 1,164 

育児関連 

D 

人 

2,199 2,370 2,394 

 

育児休職 男性 120 169 257 

女性 2,079 2,201 2,137 

復職率 ％ 97.1 98.1 99.2 

 
育児短時間勤務 男性 

人 
27 39 36 

女性 2,391 2,491 2,006 

介護関連 

D 人 

116 94 58 

 
介護休職 男性 65 42 28 

女性 51 52 30 

 
介護短時間勤務 男性 

D 人 
25 36 31 

女性 29 50 36 

休暇制度 

D 

日 19.7 19.3 17.7 

 

有給休暇 男性 

％ 

－ 97.0 89.3 

女性 － 93.8 85.8 

取得率 98.4 96.4 88.7 

労働時間 総実労働時間 
単体 時間 

1,911 1,933 1,906 

年間平均時間外労働 23.0 22.2 23.0 

月間平均時間外労働 D 時間 － － 17.5 

月間平均時間外手当 D 円 － － 48,180 

在宅勤務制度利用者数 

D 人 

15,046 26,719 38,962 

 
 男性 10,498 18,171 29,442 

女性 3,500 5,626 9,520 

メンタルヘルス休職者数 

A 人 

1,648 1,550 1,815 

 
 男性 1,293 1,202 1,323 

女性 355 348 492 

労働災害事故発生件数 

A 
件 

44 36 71 

 

 業務災害 9 8 7 

通勤災害 35 28 64 

度数率 － 0.10 0.09 0.11 

※ ドコモグループを含む 

 

 

人権に関する取り組みの状況 

  バウンダリー 単位 2017 年度 2018 年度 2019 年度 

確認された人権に関する違反件数 B 件 27 24 29 

人権に関する研修受講率 B ％ 93.6 96.6 97.3 

 

 

人材育成に関する状況 

  バウンダリー 単位 2017 年度 2018 年度 2019 年度 

教育（社員 1人当たり） 年間平均研修時間 
B 

時間 34.0 28.0 26.0 

年間平均研修コスト 万円 10.4 10.9 8.6 

ジョブチャレンジ 

ジョブオファリング 

応募数 
B 人 

477 297 296 

異動者数 188 113 107 

主要資格取得者数（延べ人数） B 人 26,963 38,437 48,564 
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サプライチェーンに関する状況 

 単位 2017 年度 2018 年度 2019 年度 

重要なサプライヤへのサプライチェーン CSR 調査（SAQ）実

施率および回収率 

実施率 ％ 100 100 100 

回収率 ％ 99 98 100 

確認された高リスクサプライヤ件数 件 0 0 0 

実際にリスクが認められたサプライヤに対する是正対応の実施率 ％ 100 100 100 

調達部門スタッフへの ESG に関する研修の実施率 実施率 ％ 100 100 100 

 

 

社員のボランティア参加の状況 

 バウンダリー 単位 2017 年度 2018 年度 2019 年度 

参加率 

B 

% 70.7 69.0 54.9 

社会貢献活動実績※ 

活動件数 件 4,204 3,977 3,713 

参加人数 人 117,491 123,734 100,834 

支出額 百万円 6,414 8,030 6,632 

 
自然環境保護 

活動件数 件 1,106 1,106 894 

参加人数 人 75,706 76,889 60,714 

 支出額 百万円 875 796 1,408 

 

社会福祉 

活動件数 件 497 513 534 

 参加人数 人 6,399 9,559 7,516 

 支出額 百万円 1,079 1,860 439 

 

教育・文化振興 

活動件数 件 423 388 341 

 参加人数 人 2,940 2,845 2,544 

 支出額 百万円 1,841 2,423 2,656 

 

地域振興・交流 

活動件数 件 1,740 1,507 1,609 

 参加人数 人 23,068 26,868 25,396 

 支出額 百万円 937 1,126 1,606 

 

国際交流 

活動件数 件 43 55 13 

 参加人数 人 445 320 411 

 支出額 百万円 69 72 202 

 

スポーツ振興 

活動件数 件 268 224 161 

 参加人数 人 5,853 3,752 234 

 支出額 百万円 1,499 1,579 118 

 

その他（分野横断など） 

活動件数 件 127 184 161 

 参加人数 人 3,080 3,502 4,019 

 支出額 百万円 113 174 203 

活動分野別活動比率 

 

地域社会への投資 

B ％ 

65.8 60.0 67.1 

慈善活動 8.2 15.6 13.7 

商業的イニシアティブ 26.0 24.5 19.2 

＊ 社会貢献活動に関する支出額には、以下が含まれます。金銭寄附、物品寄附、施設の無料開放時の実質負担金、社員の参加人件費、社会貢献プログラム

実施の経費（作業委託費、交通費など） 
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企業統治体制の全体像 

基本方針 

株主や投資家の皆さまをはじめ、お客さまやお取引先、従業員などさまざまなステークホルダー（利害関係者）の期待

に応えつつ、企業価値の最大化を図るためには、コーポレート・ガバナンスが有効に機能するよう「コーポレートガバナ

ンス・コード」の各原則の趣旨を踏まえ、体制を強化していくことが重要であると考えています。中期経営戦略「Your Value 

Partner 2025」に基づき、「Your Value Partner」としてパートナーの皆さまとともに社会的課題の解決をめざした活動を

推進するために、経営の健全性の確保、適正な意思決定と事業遂行の実現、アカウンタビリティ（説明責任）の明確化、

コンプライアンスの徹底を基本方針として取り組んでいます。 

 

コーポレート・ガバナンス体制の概要 

業務執行を適切に監督する機能を強化するため、独立社外取締役を複数人選任するとともに、独立社外監査役が過半数

を占める監査役会を設置することにより監査体制の強化を図っています。また、グループ経営の推進に向けた適切な意思

決定を行うため、会社経営・グループ経営に関する重要事項を審議する各種会議、委員会を必要に応じて設置しています。 

（2020 年 6 月末現在） 

 

各種会議名   概要 

取締役会 原則として毎月 1 回、定例取締役会を開催するとともに、必要のある都度臨時取締役会を開催し、法令で定められた事項、および

会社経営・グループ経営に関する重要事項等、「取締役会規則」に定めた事項を決定するとともに、取締役から定期的に職務執行状

況の報告を受けることなどにより、取締役及び執行役員の職務執行を監督しています。 

監査役会 業務執行者とは異なる独立した立場から業務監査および会計監査を実施し、取締役の職務執行状況を監査しています。 

人事・報酬委員会 客観性・透明性の向上を目的に、取締役会の事前審議機関として独立社外取締役 2 人を含む 4 人の取締役で構成される「人事・報

酬委員会」を設置し、ガバナンスの有効性を高めています。 

執行役員会議 会社の重要な意思決定にあたっては、原則として、執行役員等で構成する「執行役員会議」において審議し 

た上で決定することとし、週 1 回程度開催することとしています。なお、意思決定の透明性を高めるため、「執行役員会議」には監

査役 1 名も参加することとしています。 

各種委員会 「執行役員会議」の下には、重要な業務執行に関して課題ごとに議論する委員会を設置しています。主な委員会としては、グルー

プとしての R＆D ビジョンや技術開発戦略を審議する「技術戦略委員会」、一定規模以上の投資案件等を審議する「投資戦略委員会」、

財務に関する基本方針や財務諸課題を審議する「財務戦略委員会」等があります。これらの委員会は原則として社長・副社長を委

員長とし、関係する執行役員等が参加し、年間を通じて必要に応じて開催しています。 
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主な各種委員会の設置状況 

委員会名 概要 

CSR 委員会 グループ CSR の基本戦略、取り組みテーマの策定、CSR に関する報告書基本方針の策定 

企業倫理委員会 企業倫理の確立、綱紀の保持の徹底 

人権啓発推進委員会 人権啓発推進体制の確立および差別事件等に対する対応 

B2B2X 戦略委員会 B2B2X ビジネス推進に関する戦略策定、モニタリング 

技術戦略委員会 R&D ビジョン、技術開発戦略、R&D 提携戦略の策定 

投資戦略委員会 大型出資案件等に関する投資戦略の策定 

財務戦略委員会 財務に関する基本戦略、財務諸課題への対応方針の策定 

ビジネスリスクマネジメント推進委員会 会社運営に関わる新たなビジネスリスクへの対処に向けた危機管理 

ディスクロージャー委員会 年次報告書の記載方針等の策定 

内部統制委員会 グループ全体の財務報告に係る内部統制に関する課題への対応、モニタリング 

グループ CIO 委員会 グループ全体の IT 方針の協議やグループ全体の最適に向けたシステム開発の調整等 

グループ CISO 委員会 グループにおける情報セキュリティマネジメント戦略の策定 

 

取締役会 
（2020 年 6 月 30 日現在） 

氏名 役職 
在任 

年数 
持株数 

出席 

回数 
略歴 重要な兼職 

篠原 弘道 取締役会長 

取締役会議長 

11 

 

44,300 11 1978 年 4 月 日本電信電話公社入社 

2009 年 6 月 当社 取締役 研究企画部門長 

2011 年 6 月 当社 取締役 研究企画部門長 情報流通基盤総合研究所

長 兼務 

2011 年 10 月 当社 取締役 研究企画部門長 

2012 年 6 月 当社 常務取締役 研究企画部門長 

2014 年 6 月 当社 代表取締役副社長 研究企画部門長 

2018 年 6 月 当社 取締役会長（現在に至る） 

なし 

澤田 純 代表取締役社長 6 34,400 11 1978 年 4 月 日本電信電話公社入社 

2008 年 6 月 エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社 

 取締役 経営企画部長 

2011 年 6 月 同社 常務取締役 経営企画部長 

2012 年 6 月 同社 代表取締役副社長 経営企画部長 

2013 年 6 月 同社 代表取締役副社長 

2014 年 6 月 当社 代表取締役副社長 

2016 年 6 月 NTT セキュリティ株式会社 代表取締役社長 

2018 年 6 月 当社 代表取締役社長（現在に至る） 

2018 年 8 月 NTT 株式会社 代表取締役社長（現在に至る） 

NTT（株）代

表取締役社長 

島田 明 代表取締役副社長 

事業戦略担当 

リスクマネジメン

ト担当 

8 21,908 11 1981 年 4 月 日本電信電話公社入社 

2007 年 6 月 当社 経営企画部門 担当部長 

2007 年 7 月 西日本電信電話株式会社 財務部長 

2009 年 7 月 東日本電信電話株式会社 総務人事部長 

2011 年 6 月 同社 取締役 総務人事部長 

2012 年 6 月 当社 取締役 総務部門長 

2012 年 6 月 西日本電信電話株式会社 取締役 

2015 年 6 月 当社 常務取締役 総務部門長 

2018 年 6 月 当社 代表取締役副社長（現在に至る） 

2018 年 8 月 NTT 株式会社 取締役 

2018 年 10 月 同社 取締役副社長（現在に至る） 

NTT（株）取

締役副社長 

澁谷 直樹 

 

代表取締役副社長 - 9,200 - 1985 年 4 月 当社入社 

2013 年 7 月 東日本電信電話株式会社 経営企画部 

 中期経営戦略推進室長 

2014 年 6 月 同社 取締役 ネットワーク事業推進本部 設備企画部長 

2017 年 7 月 同社 取締役 ネットワーク事業推進本部 設備企画部長 

 東京オリンピック・パラリンピック推進室長兼務 

2018 年 6 月 同社 代表取締役副社長 ビジネス開発本部長 

2019 年 7 月 同社 代表取締役副社長 ビジネス開発本部長 

 デジタル革新本部長兼務 

2020 年 6 月 当社 代表取締役副社長 （現在に至る） 

なし 

白井 克彦 独立社外取締役 8 9,600 11 1965 年 4 月  早稲田大学 第一理工学部助手 

1968 年 4 月  同 理工学部専任講師 

1970 年 4 月  同 理工学部助教授 

1975 年 4 月  同 理工学部教授 

1994 年 11 月  同 教務部長 兼 国際交流センター所長 

1998 年 11 月  同 常任理事 

2002 年 11 月  同 総長 

2010 年 11 月  同 学事顧問 

2011 年 4 月  放送大学学園 理事長 

2012 年 6 月  当社 取締役（現在に至る） 

2012 年 6 月 株式会社ジャパンディスプレイ 取締役 

2016 年 11 月  早稲田大学 名誉顧問（現在に至る） 

早稲田大学 

名誉顧問 
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氏名 役職 
在任 

年数 
持株数 

出席 

回数 
略歴 重要な兼職 

榊原 定征 独立社外取締役 8 20,500 11 1967 年 4 月 東洋レーヨン株式会社（現 東レ株式会社）入社 

2002 年 6 月 同社 代表取締役社長 

2010 年 6 月 同社 代表取締役取締役会長 

2010 年 6 月 株式会社商船三井 取締役 

2012 年 6 月 当社 取締役 （現在に至る） 

2013 年 6 月 株式会社日立製作所 取締役 

2014 年 6 月 一般社団法人 日本経済団体連合会会長 

2014 年 6 月 東レ株式会社 取締役会長 

2015 年 6 月 同社 相談役最高顧問 

2017 年 6 月 同社 相談役 

2018 年 6 月 同社 特別顧問 

2018 年 6 月 一般社団法人 日本経済団体連合会名誉会長 （現在に至

る） 

2019 年 3 月 株式会社シマノ 取締役 （現在に至る） 

2019 年 5 月 株式会社ニトリホールディングス 取締役（現在に至る） 

2019 年 12 月 株式会社産業革新投資機構 取締役取 締役会議長 （現

在に至る） 

2020 年 6 月 関西電力株式会社 取締役会長（現在に至る） 

（株）シマノ

社外取締役 

 

（株）ニトリ

ホールディン

グス 社外取

締役 

 

（株）産業革

新投資機構 

社外取締役 

 

関西電力

（株） 社外

取締役 

坂村 健 独立社外取締役 1 900 8 2000 年 4 月  東京大学大学院 教授（情報学環・学際情報学府） 

2002 年 1 月  YRP ユビキタス・ネットワーキング研究所 所長（現在に

至る） 

2009 年 4 月  東京大学大学院 情報学環 ユビキタス情報社会基盤研

究センター長 

2014 年 10 月  一般社団法人オープン＆ビッグデータ活用・地方創生推

進機構理事長（現在に至る） 

2017 年 4 月  東洋大学 情報連携学部 教授 学部長（現在に至る） 

 同 学術実業連携機構機構長 

2017 年 6 月  東京大学 名誉教授（現在に至る） 

2019 年 6 月  当社 取締役（現在に至る） 

2019 年 8 月 一般社団法人 IoT サービス連携協議会 理事長（現在に

至る） 

東洋大学 情

報連携学部 

学部長 

 

 

 

武川 恵子 独立社外取締役 1 600 8 2008 年 7 月 内閣府 大臣官房審議官 

 （共生社会政策担当 兼 大臣官房担当） 

2009 年 7 月  同 大臣官房審議官（男女共同参画局担当） 

2012 年 12 月  同 政府広報室長 

2014 年 7 月  同 男女共同参画局長 

2019 年 4 月  昭和女子大学 教授 

2019 年 6 月  当社 取締役（現在に至る） 

2019 年 6 月 三井金属鉱業株式会社 監査役（現在に至る） 

2020 年 4 月 昭和女子大学 グローバルビジネス学部 教授 学部長

（現在に至る） 

昭和女子大学 

教授 

 

三井金属鉱業

（株） 社外監

査役 

 

取締役会の活動および実効性評価 

NTT の取締役会は、執行役員等で構成する「執行役員会議」や、社長・副社長を委員長とし関係する執行役員等が参加す

る各種の委員会の審議を経て、グループ経営に係る重要事項等を決定するとともに、各取締役及び各執行役員の職務執行

の状況をモニタリングしています。 

2019 年度は、中期経営戦略「Your Value Partner 2025」に基づき、B2B2X モデルの推進に向けた提携等の会社経営・グ

ループ経営に関する重要事項、ガバナンスの更なる強化に向けた方針の策定等を中心に、活発な議論がなされました。ま

た、従来の取締役会付議案件の独立社外取締役への事前説明に加え、2019 年度は当面の課題や検討状況等について代表取

締役から取締役会後に説明し、執行の注力内容と取り組み趣旨の明確化に努めることで、取締役会の監督機能の強化を図

りました。 

さらには、独立社外取締役に当社の事業をより深く理解してもらえるように、主要な子会社の経営陣と各社の経営戦略

について意見交換を実施するとともに、当社が力を入れている研究開発に関する展示会に参加いただき、最先端の研究成

果等について説明しました。ほかにも、独立社外取締役と監査役、独立社外取締役と代表取締役、独立社外取締役と国内

外の主要グループ会社経営陣、および当社と主要なグループ会社の独立社外取締役等との間で、NTT グループの経営課題

について適宜意見交換を行いました。 

これらの意見交換会において、独立社外取締役および監査役から、当社の取締役会等に関し、十分な情報提供と活発な

議論が行われており、実効性が確保できているとのご意見をいただいています。 

また、2019 年度は取締役会の継続的な実効性向上を通じて経営ガバナンスを強化する目的で、全取締役を対象に取締役

会に関するアンケート調査を行い、取締役会としての実効性評価を実施しました。取締役会の役割と責務、構成、運営と

いった観点での質問を行い、第三者機関を通じて取りまとめた結果、すべての設問で肯定的意見が多数を占めており、取

締役会に期待される重要な役割・責務が十分に果たされていることを確認しました。 

なお、取締役会の戦略的な議論の活性化のため、取締役会の規模を適正化したいと考え、2020 年 6 月 23 日開催の株主
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総会を経て、4 名の独立社外取締役を含む 8 名の取締役が就任しており、独立社外取締役比率は 50％となりました。加え

て、経営に関する決定、監督機能と業務執行の分離を明確に図るため、執行役員制度を導入しています。 

こうした取り組みを踏まえ、当社としては、取締役会の実効性は確保されていると評価しています。 

 

取締役の選任方針・選任手続 

NTT グループは、信頼され選ばれ続ける「Your Value Partner」として、お客さまに対してワールドワイドに新たな価値

を創造することを通じて、社会的課題の解決と安心・安全で豊かな社会の実現に寄与していきます。その価値観を共有で

きる人材を NTT グループ全体のトップマネジメント層にグループ内外から幅広く選任していくこととしています。 

取締役候補は、NTT グループ全体の企業価値の向上のために、グループトータルの発展に寄与する幅広い視野と経験を

有し、マネジメント能力とリーダーシップに優れ、経営センスと意欲のある人材を選任しています。 

なお、業務執行の監督機能を強化する観点から、一般株主と利益相反を生じるおそれのない人材を独立社外取締役とし、

原則、複数名選任します。 

取締役候補の選任手続については、「人事・報酬委員会」の審議を経て取締役会で決議し、株主総会に付議することとし

ています。 

 

監査役会 
（2020 年 6 月 30 日現在） 

氏名 役職 
在任 
年数 

持株数 
出席回数 

略歴 
重要な 
兼職 

取締

役会 

監査

役会 

前澤 孝夫 常勤監査役 4 

 

20,008 

 

11 23 1978 年 4 月  日本電信電話公社入社 

2006 年 6 月  エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会

社 ヒューマンリソース部長 研修センタ所長 

 総務部長兼務 

2008 年 6 月  同社 取締役 法人事業本部 副事業本部長 

2011 年 6 月  同社 常務取締役 法人事業本部 副事業本部長 

2011 年 8 月  同社 常務取締役 第二営業本部長 

2012 年 6 月  株式会社エヌ・ティ・ティピー・シーコミュニケ

ーションズ 代表取締役社長 

2016 年 6 月 当社 常勤監査役（現在に至る） 

2018 年 8 月 NTT 株式会社 監査役（現在に至る） 

NTT（株）監

査役 

髙橋 香苗 

  

常勤監査役 - 4,200 - - 1987 年 4 月 当社入社 

2013 年 7 月 当社 総務部門 内部統制室 次長 

2014 年 6 月 当社 総務部門 内部統制室長 

2016 年 6 月 東日本電信電話株式会社 取締役 神奈川事業部

長 

 神奈川事業部神奈川支店長兼務 

2016 年 6 月 株式会社 NTT 東日本－南関東 取締役 神奈川事

業部長 

 神奈川事業部神奈川支店長兼務 

2019 年 6 月 エヌ・ティ・ティ・インフラネット株式会社 常

務取締役 経営企画部長 NW 設備事業部長兼務 

2020 年 6 月 当社 常勤監査役 （現在に至る） 

なし 

飯田 隆 独立社外監査役 6 6,900 11 

 

23 

 

1974 年 4 月  弁護士登録（第二東京弁護士会）（現在に至る） 

 森綜合法律事務所（現 森・濱田松本法律事務所）

入所 

1991 年 4 月  第二東京弁護士会 副会長 

1997 年 4 月  日本弁護士連合会 常務理事 

2006 年 4 月  第二東京弁護士会 会長 

2006 年 4 月  日本弁護士連合会 副会長 

2012 年 1 月  宏和法律事務所開設（現在に至る） 

2012 年 6 月  株式会社島津製作所 監査役 

2013 年 6 月 株式会社ジャフコ 監査役 

2013 年 6 月  アルプス電気株式会社（現 アルプスアルパイン

株式会社）取締役（現在に至る） 

2014 年 6 月  当社 監査役（現在に至る） 

弁護士 

 

 

アルプスア

ルパイン

（株）取締

役 
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氏名 役職 
在任 
年数 

持株数 出席回数 略歴 
重要な 
兼職 

神田 秀樹 独立社外監査役 1 

 

0 

 

8 14 1977 年 4 月  東京大学 法学部助手 

1980 年 4 月  学習院大学 法学部講師 

1982 年 4 月  同 助教授 

1988 年 4 月  東京大学 法学部助教授 

1991 年 4 月  同大学院 法学政治学研究科助教授 

1993 年 5 月  同 法学政治学研究科教授 

2016 年 4 月  学習院大学大学院 法務研究科教授（現在に至

る） 

2016 年 6 月  東京大学 名誉教授（現在に至る） 

2017 年 6 月  三井住友信託銀行株式会社 取締役（現在に至

る） 

2019 年 6 月  当社 監査役（現在に至る） 

学習院大学

大学院 教授 

 

東京大学 名

誉教授 

 

三井住友信

託銀行

（株）取締

役 

 

鹿島 かおる 独立社外監査役 1 

 

0 

 

7 14 1981 年 11 月  昭和監査法人（現 EY 新日本有限責任監査法人）

入社 

1985 年 4 月  公認会計士登録（現在に至る） 

1996 年 6 月  太田昭和監査法人（現 EY 新日本有限責任監査法

人）パートナー 

2002 年 6 月  新日本監査法人（現 EY 新日本有限責任監査法

人）シニアパートナー 

2006 年 7 月  同 人材開発本部人事担当 

2010 年 9 月  新日本有限責任監査法人（現 EY 新日本有限責任

監査法人）常務理事コーポレートカルチャー推

進室、広報室担当 

2012 年 7 月  同 常務理事 ナレッジ本部長 

2013 年 7 月  EY 総合研究所株式会社 代表取締役 

2019 年 6 月  当社 監査役（現在に至る） 

2019 年 6 月 三井住友信託銀行株式会社 取締役（現在に至

る） 

2020 年 3 月 キリンホールディングス株式会社 監査役（現在

に至る） 

公認会計士 

 

三井住友信

託銀行

（株）社外

取締役 

 

キリンホー

ルディング

ス（株）監

査役 

 

監査役会の活動および実効性評価 

監査役は、取締役会など重要な会議に出席するほか、定期的に代表取締役や取締役とそれぞれのテーマに応じた意見交

換・議論を行うことで、取締役の職務の執行状況を把握するとともに必要に応じ提言を行っています。 

2019 年度における監査役の活動については監査役会を 23 回開催しました。また、「監査役会」とは別に「監査役打合せ

会」を開催（28 回）し、執行部から「幹部会議」付議案件の説明を聴取する等、情報の共有を図っています。さらに、会

計監査人との意見交換（10 回）、内部統制室との意見交換を実施（10 回）し、監査計画の説明や内部統制システムの状況

等について報告を受けるとともに、必要に応じ提言を行う等、会計監査人・内部監査部門と密に連携しております。 

グループ各社に関する取り組みとしては、主要グループ会社 19 社の代表取締役からコーポレート・ガバナンスの状況や

その維持、向上に向けた取り組み等を聴取し、それらについて議論を行うとともに、国内外主要拠点（19 拠点）を訪問し、

現地代表者から聴取、議論を行っています。また、主要グループ会社の監査役から監査結果等について報告を受け、意見

交換を行うほか、定期的に監査役を対象とした社外有識者等による研修会を行う等、各社監査役の監査活動の向上に資す

る取り組みを実施しています。 

このような活動を通じて、業務執行者とは異なる独立した立場から当社およびグループ各社に対し、健全でかつ持続的

な成長と発展を促すとともに、コーポレート・ガバナンスの体制強化やコンプライアンス意識の向上に寄与しています。 

また、監査役会の実効性に関する評価として、各監査役による自己評価アンケートの実施結果をもとに、全監査役間で

実効性に関し議論・検証した結果、監査役会の実効性は確保されていると評価しました。なお、代表取締役との意見交換

の機会を増やしたことにより、経営課題の共有やリスク認識の確認、監査役からの提言等がより活発に行えるようになっ

たこと、会計監査人とのコミュニケーションの充実により、会計監査のプロセスの適正性確保に資することができたこと

等が評価された一方、グローバル事業再編や事業領域の拡大等を踏まえ、内部統制室及びグループ会社監査役等との連携

強化が必要と認識されました。今後も監査役会の実効性の一層の向上に努めてまいります。 

 

独立役員 

社外取締役・社外監査役の選任手続 

職務執行の監督機能を強化する観点、あるいは取締役の職務執行を公正に監査する観点から、一般株主と利益相反を生

じるおそれのない人材を、社外取締役ないし社外監査役とする方針としています。さらに、東京証券取引所の定める独立

性基準に加え、以下の要件を満たす社外取締役ないし社外監査役を、独立役員に指定しています。 

 



ガバナンス 

     

093 

NTT Group Data Book 2020 

独立性判断基準 

 

直近の 3事業年度において以下に該当する者ではないこと。 

（a） 当社の基準を超える取引先※1の業務執行者 

（b） 当社の基準を超える借入先※2の業務執行者 

（c） 当社および主要子会社※3から、直近の 3 事業年度のいずれかの事業年度において、役員報酬以外に年間 1,000 万円以上の金銭

その他の財産上の利益を直接得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家などの専門的サービスを提供する個人 

（d） 当社の基準を超える寄付を受けた団体※4の業務執行者 

 

なお、以上の（a）から（d）のいずれかに該当する場合であっても、当該人物が実質的に独立性を有すると判断した場合には、独立役

員の指定時にその理由を説明、開示します。 

 
※1 当社の基準を超える取引先とは、直近の 3 事業年度のいずれかの事業年度における当社および主要子会社※3との取引合計額が、当該事業年度におけ

る当社および主要子会社の年間営業収益合計額の 2％以上の取引先をいう。 

※2 当社の基準を超える借入先とは、直近の 3 事業年度のいずれかの事業年度における連結ベースでの借入額が、当該事業年度における当社の連結総資

産の 2％以上の借入先とする。 

※3 主要子会社とは、株式会社 NTT ドコモ、東日本電信電話株式会社、西日本電信電話株式会社、エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社、

株式会社エヌ・ティ・ティ・データをいう。 

※4 当社の基準を超える寄付を受けた団体とは、直近の 3 事業年度のいずれかの事業年度における当社および主要子会社※３からの寄付の合計額が、年間

1,000 万円または当該事業年度における当該組織の年間総収入の 2％のいずれか大きい額を超える団体をいう。 

 

社外取締役・社外監査役の選任理由および活動状況 

業務執行を適切に監督する機能を強化するため、独立社外取締役を 4 人選任しています。いずれの独立社外取締役につ

いても、大学等教育機関の運営責任者、企業経営者、もしくは政府における広報やダイバーシティ推進の責任者としての

豊富な経験を有し、人格、見識ともに優れており、幅広い経営的視点からの助言を行う等、業務執行の監督機能強化へ重

要な役割を果たしています。 

独立社外取締役は、監査役及び内部統制室より監査計画、監査結果についての報告を受けるとともに、必要に応じて発

言を行うこと等により事業運営を監督しています。また監査役 5 人のうち、独立社外監査役を 3 人選任しています。いず

れの独立社外監査役についても、その経歴を通じて培った専門家としての経験、見識からの視点に基づく監査を期待する

ものです。 

独立社外監査役を含む当社の監査役は、会計監査人から監査計画、監査結果等を聴取し、あわせて意見交換を実施して

います。また、内部統制室から内部監査結果について聴取し、あわせて意見交換を実施しています。 

 

役員報酬 

取締役の報酬等に関する事項については、客観性・透明性の向上を目的に、独立社外取締役 2 人を含む 4 人の取締役で

構成される「人事・報酬委員会」を設置し、同委員会の審議を経て取締役会にて決定しています。取締役（社外取締役を

除く）については、月額報酬と賞与から構成しています。月額報酬は、役位ごとの役割の大きさや責任範囲に基づき、支

給することとしています。賞与は、当事業年度の EPS 等を業績指標とし、その達成度合い等を勘案して支給することとし

ています。なお、業績指標については、中期経営戦略で掲げた財務目標等を指標に設定しており、具体的には EPS・営業利

益・ROIC・Capex to Sales・海外売上高・海外営業利益率・B2B2X プロジェクト数で評価することとしています。 

また、中長期の業績を反映させる観点から、月額報酬並びに賞与の一定額以上を拠出し役員持株会を通じて自社株式を

購入することとし、購入した株式は在任期間中、その全てを保有することとしております。なお、報酬構成割合は、標準

的な業績の場合、おおよそ「固定報酬：業績連動報酬＝70%：30%」となります。さらに、中期経営戦略の達成と持続的成

長、及び中長期的な企業価値向上をより強く意識することを目的に、2021 年度以降、総報酬に占める業績連動報酬割合を

拡大する方向で検討をしています。 

社外取締役については、高い独立性の確保の観点から、業績との連動は行わず、月額報酬のみを支給することとしてい

ます。 

監査役については、監査役の協議にて決定しており、社外取締役と同様の観点から、月額報酬のみを支給することとし

ています。 

 

監査報酬 

NTT および NTT の主要な連結子会社は、NTT の監査公認会計士等である有限責任あずさ監査法人を含む KPMG ネットワー

クに属する各メンバーファームに対し、監査証明業務および非監査業務に基づく報酬を支払っています。 
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監査証明業務 NTT および国内外の連結子会社の財務諸表の監査 

非監査業務 
国際財務報告基準に関する指導・助言業務、国内外の連結子会社の税務申告書の作成およ

び税務コンサルティング業務等 

 

内部統制 

内部統制の状況 

内部統制システムの整備に関する基本方針を定め、取締役会にて決議しています。本基本方針に基づき、内部統制室が

規程・体制等の整備を統括するとともに、監査レビューの実施やグループとしてリスクの高い共通項目についての統一的

な内部監査を実施することにより、内部統制システムの有効性を評価した上で、必要な改善を実施しています。 

また、金融商品取引法に基づき財務報告に係る内部統制について、整備・運用状況のテスト・評価を通じ、財務報告の

信頼性の確保に向けた適切な取り組みを実施しています。 

 内部統制システムの基本方針  https://www.ntt.co.jp/about/tousei.html 

 

 

政策保有株式 

NTT は、安定株主の形成を目的とした株式の保有をしておらず、また今後も保有しません。 

株式の保有目的において、「金利・通貨、有価証券市場の相場等の短期的な変動、市場の格差等を利用し利益を得ること、

配当等を目的に保有する株式」を純投資目的の株式としています。 

政策保有株式については、中長期的な企業価値の向上に向け、様々な業界のパートナーとのコラボレーションやオープ

ンイノベーションの推進のために、必要に応じて保有することを方針としています。また、これらの政策保有株式につい

ては、投資戦略委員会等において、当社の中長期的な業績への寄与、業務連携の進捗状況、業務連携に係る今後の検討課

題、保有先の業績推移及び今後の経営戦略等、総合的に勘案し、個別銘柄の保有適否に関する検証を実施しています。 

また、グループ会社に対しても同様の取り組みを進めており、グループトータルで適切な保有状況となるよう取り組ん

でおります。 

政策保有株式に関する議決権行使については、投資先企業の持続的な成長と、当社及び投資先企業の企業価値向上の観

点から、中長期的な企業価値向上に向けた取り組み内容を検証の上、株主として適切に議決権を行使します。 

 

  

https://www.ntt.co.jp/about/tousei.html
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各種データ 
（2020 年 3 月 31 日現在） 

 バウンダリー 単位 2017 年度 2018 年度 2019 年度 

取締役数 

単体 人 

12 12 15 

 

社内 男性 10 10 10 

女性 0 0 1 

計 10 10 11 

独立社外 男性 2 2 3 

女性 0 0 1 

計 2 2 4 

女性取締役比率 単体 ％ 0 0 13.3 

監査役数 

単体 人 

5 5 5 

 

社内 男性 1 1 1 

女性 1 1 1 

計 2 2 2 

独立社外 男性 2 2 2 

女性 1 1 1 

計 3 3 3 

女性監査役比率 単体 ％ 40.0 40.0 40.0 

 

（2020 年 3 月 31 日現在） 

 バウンダリー 単位 2017 年度 2018 年度 2019 年度 

取締役会 開催回数 

単体 

回 12 13 11 

出席率 
％ 

97.2 99.1 100 

独立社外取締役出席率 87.5 100 100 

監査役会 開催回数 

単体 

回 22 24 23 

出席率 
％ 

95.2 99.2 98.6 

独立社外監査役出席数 93.7 96.6 97.6 

人事・報酬委員会開催数 単体 回 1 1 5 

取締役および監査役の報

酬総額 

（支給人数）※1～4 

取締役（社外取締役を除く） 

単体 
百万円 

（人） 

519（10） 547（13） 545（11） 

監査役（社外取締役を除く） 74（2） 74（2） 74（2） 

社外役員 75（5） 75（5） 97（9） 

計 668（17） 696（20） 719（22） 

監査報酬 監査証明業務に基づく報酬 

単体 百万円 

6,036 4,433 5,106 

非監査業務に基づく報酬 398 299 267 

計 6,434 4,732 5,373 

取締役一人当たりの報酬と社員一人当たりの報酬比率 単体 － 5.1:1 5.3:1 4.3:1 

※1 取締役および監査役の報酬額については、定時株主総会において、取締役の報酬額を年額 7 億 5,000 万円以内、監査役の報酬額を年額 2 億円以内と決

議いただいています。 

※2 事業年度により定時株主総会終結の時をもって退任した取締役・監査役の報酬を含んでいる場合があります。 

※3 取締役の報酬等の額には、各事業年度に係る役員賞与が含まれています。 

※4 上記のほか、使用人兼務取締役の使用人分賞与があります。 
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方針・考え方 
健全な企業活動を推進していくためには、世界各国・各地の法令を遵守し、高い倫理観を持って事業を運営していくこ

とが不可欠です。その認識のもと、2002 年に「NTT グループ企業倫理憲章」を策定しました。 

憲章は、NTT グループに所属する全ての役員および社員を対象に、企業倫理に関する基本方針と具体的な行動指針を示

しています。行動指針には、大きな社会的責務を担う情報流通企業グループの一員として、不正や不祥事の防止に努める

こと、企業内機密情報の漏えいを防止すること、お客さまや取引先との応接の際の過剰な供授をなくすことなど、公私を

問わず高い倫理観を持って行動することを定めています。 

 

NTT グループ企業倫理憲章 

 

1.  経営トップは、企業倫理の確立が自らに課せられた最大のミッションのひとつであることを認識し、率先垂範して本憲章の精神を

社内に浸透させるとともに、万一、これに反する事態が発生したときには、自らが問題の解決にあたる。 

2.  部下を持つ立場の者は、自らの行動を律することはもとより、部下が企業倫理に沿った行動をするよう常に指導・支援する。 

3. NTT グループのすべての役員および社員は、国内外を問わず、法令、社会的規範および社内規則を遵守することはもとより、公私

を問わず高い倫理観を持って行動する。とりわけ、情報流通企業グループの一員として、お客さま情報をはじめとした企業内機密

情報の漏えいは重大な不正行為であることを認識し行動するとともに、社会的責務の大きい企業グループの一員として、お客さま、

取引先などとの応接にあたっては過剰な供授を厳に慎む。 

4.  NTT グループ各社は、役員および社員の倫理観の醸成に資するべく、機会をとらえ企業倫理に関する社員教育を積極的に実施する。 

5. NTT グループのすべての役員および社員は、業務の専門化・高度化の進展に伴い発生が懸念される不正・不祥事の予防に努めると

ともに、NTT グループ各社は、契約担当者の長期配置の是正や、お客さま情報などの保護に向けた監視ツールの充実など、予防体

制の整備を徹底する。 

6.  不正・不祥事を知った NTT グループのすべての役員および社員は、上司などにその事実を速やかに報告する。また、これによるこ

とができない場合は、「企業倫理ヘルプライン（受付窓口）」に通報することができる。なお、不正・不祥事を通報した役員および

社員は、申告したことによる不利益が生じないよう保護される。 

7. 不正・不祥事が発生したときは、NTT グループ各社は、迅速かつ正確な原因究明に基づく適切な対処によって問題の解決に取り組

むとともに、社会への説明責任を果たすべく、適時・適確な開かれた対応を行う。 

 NTT グループ企業倫理憲章  https://www.ntt.co.jp/csr/governance/compliance.html 

 

推進体制 

NTT は、幹部会議のもとに代表取締役副社長を委員長とする「企業倫理委員会」を設置し、NTT グループの企業倫理の確

立、綱紀の保持の徹底に向けて年に 2 回委員会を開催しています。とくにヘルプライン申告状況等については年に 2 回取

締役会に報告し、必要に応じて取締役間における議論を実施しています。 

また、各社に企業倫理委員会、企業倫理担当者を設置し、法令や企業倫理を遵守する企業風土の醸成や企業倫理ヘルプ

ライン運用規程に基づく不正・不祥事の調査を行うとともに、各社コンプライアンス担当者による定期的な会議を実施し、

グループトータルでのコンプライアンス推進に向けて取り組んでいます。 

  

主な取り組み 

贈収賄防止 

NTT グループは「国内外を問わず、法令、社会的規範および社内規則を遵守する」ことを「NTT グループ企業倫理憲章」

に明記しています。「贈賄防止」に関しては、理解し守るべき事項をまとめた「贈賄防止ハンドブック」を作成して国内外

の全社員へメールなどで周知しています。 

また、NTT、NTT 東日本・西日本については「日本電信電話株式会社等に関する法律」（以下、NTT 法）によって収賄が禁

止されており、これに違反した場合には法的に罰せられます。各種団体への寄附・支援などについては、その内容を暴力

団対策法その他各種法規制に照らし、適法かつ適正な対象にのみ実施しています。また、NTT グループでは、どのような贈

賄行為への関与も決して許されるものではないという認識のもと取り組んでいます。 

NTT グループにおいて、2019 年度に贈収賄や寄附・支援に関わる不正は確認されていません。 

 

政治献金 

NTT は、政治資金規正法に則り、政治献金は行っていません。一部のグループ会社においては、関係法令および各社の倫

理規程などに則り、各社の判断のもとで政治献金を実施しています。 

コンプライアンス 

https://www.ntt.co.jp/csr/governance/compliance.html
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取引先への遵守要請とリスクの評価 

サプライヤの皆さまに対しては「サプライチェーン CSR 推進ガイドライン」の中で公正取引・倫理の禁止事項（9項目）

を明記し、とくに主要サプライヤに対しては、CSR 調達実施状況の調査を実施しています。腐敗防止・違法な政治献金・反

社会的勢力への対応を含むコンプライアンス全般についてチェックするとともに対応強化を要請しています。 

 

独占禁止法遵守 

NTT グループは事業活動における公正な競争環境を維持するため、独占禁止法を遵守しています。2019 年度においても、

独占禁止法に違反するとして行政処分を受けた事例はありません。 

 

企業倫理憲章の浸透に向けた取り組み 

NTT では「コンプライアンスの徹底について、法令を遵守し高い倫理観を持って事業を運営していくことが不可欠」とい

うトップ自らの経営姿勢を見せるとともに、不正行為に関与するリスクを明らかにし、いかなる不正も許容しないことを

グループ各社の社長が宣言しています。また、「NTT グループ企業倫理憲章」を実効性のあるものとするために、社員向け

の企業倫理研修などを実施するとともに、社員向けイントラサイトで上記の宣言や企業倫理上問題となる事例について詳

しく解説しています。また、毎年 6月と 12 月に社員へ向けて倫理保持の注意喚起の周知を行い、社員の理解度向上に努め

ています。毎年、社員への意識調査を実施してこれら施策の実効性を測り、さらなる企業倫理の浸透に向けて取り組んで

います。 

 

企業倫理研修 

NTT グループは、全社員向けの企業倫理研修を継続的に実施しています。グループ各社は事業特性に応じたコンプライ

アンスや不正行為に関するリスクに合わせて、研修を実施しています。その他、毎年役員向けのコンプライアンス研修も

実施しています。 

 

贈賄防止ハンドブック 

社員向けの贈賄防止のための浸透ツールとして、2014 年度に贈賄防止ハンドブックを作成し、国内外の全グループ会社

にメールなどで周知しました。同ハンドブックには、贈賄防止を徹底する社長からのメッセージをはじめ、贈賄やファシ

リテーションペイメントに関する基本的な情報と事例を掲載し、全員が正しい知識と理解を得られるよう促しています。 

 

競争法ハンドブック 

社員向けの競争法遵守のための浸透ツールとして、2019 年度に競争法ハンドブックを作成し、国内外のグループ会社に

周知しました。同ハンドブックには、営業活動の具体的な場面を例にとり、Q&A 形式で競争法を遵守するための基本的な事

項を掲載しており、社員が競争法について正しい知識と理解を得て競争法を遵守できるようにしております。 

 

企業倫理浸透のチェック体制 

NTT グループでは社員へのコンプライアンス意識の浸透度合いを把握するため、NTT の企業倫理担当がグループ会社を含

めたアンケートを年１回実施するとともに、グループ各社内においては業務主管部門・コンプライアンス担当部門・内部

監査部門・監査役による 4 層のモニタリングを通じ、企業倫理・コンプライアンスの状況について、客観的かつ多面的な

チェックを実施しています。 

NTT では、内部監査部門を持つグループ会社に対し、コンプライアンスに関する監査の実施状況を確認するとともに、

NTT 内および内部監査部門を持たないグループ会社について、コンプライアンスの取り組み状況を直接確認しています。 

 

受付窓口の設置 

不正や不祥事の未然防止を図るために、グループ各社において内部通報のための社内受付窓口を設けているほか、NTT が

弁護士事務所に委託して、全グループ会社を対象とした「企業倫理ヘルプライン（社外受付窓口）」を設けています。本ヘ

ルプラインでは、人権に関する相談や通報も受け付けています（P069 参照）。 

これらの窓口への通報者に対して、通報したことで不当な人事（人事異動、降格など）といった不利益が生じないよう
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保護することを「NTT グループ企業倫理憲章」

に明記しています。窓口へ寄せられた相談や通

報は各主管担当が調査・対応し、グループ各社

の企業倫理委員会で報告した上で、年 1回以上

の頻度で NTT の企業倫理委員会で全申告内容

と対応状況をとりまとめ、取締役会に報告して

います。 

また、経営陣から独立した窓口として監査役

への独立通報ルートを開設・運用しており、「企

業倫理ヘルプライン（社外受付窓口）」を通じ

た通報は、原則として監査役へも同時に直接的な送付を行うとともに、監査役に対してのみ通報することも可能としてい

ます。 

 

企業倫理ヘルプライン（社外受付窓口）における通報受付件数 

企業倫理ヘルプラインで受け付けた通報件数とその内訳を把握し、サステナビリティレポートおよび NTTグループの CSR

の Web サイト上で公開しています。 

 

企業倫理ヘルプライン通報件数とその内訳 

 

2017 年度 2018 年度 2019 年度 

通報件数 通報件数 通報件数 

 
懲戒 

処分 

件数 

厳重 

注意 

件数 

 
懲戒 

処分 

件数 

厳重 

注意 

件数 

 
懲戒 

処分 

件数 

厳重 

注意 

件数 

全体通報件数 350 23（1） 75 334 18（1） 77 359 30（2） 74 

 

コンプライアンス違反 98 23（1） 75 95 18（1） 77 104 30（2） 74 

 社内ルール違反 98 23（1） 75 95 18（1） 77 104 30（2） 74 

法令違反 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

違反なし 252 － － 239 － － 255 － － 

 

ハラスメント通報件数 168 15（0） 23 184 10（1） 34 222 16（0） 43 

 

コンプライアンス違反 38 15（0） 23 44 10（1） 34 59 16（0） 43 

 社内ルール違反 38 15（0） 23 44 10（1） 34 59 16（0） 43 

法令違反 【人権侵害等】 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

違反なし 130 － － 140 － － 163 － － 

不適切な業務処理通報件数 73 1（0） 23 44 2（2） 10 47 6（0） 13 

 

コンプライアンス違反 24 1（0） 23 12 2（2） 10 19 6（0） 13 

 
社内ルール違反 24 1（0） 23 12 2（2） 10 19 6（0） 13 

法令違反 

【贈収賄、不正会計、偽装請負等】 
0 0 0 0 0 0 0 0 0 

違反なし 49 － － 32 － － 28 － － 

会社経費の私的使用通報件数 32 5（1） 7 28 3（0） 5 39 6（2） 6 

 

コンプライアンス違反 12 5（1） 7 8 3（0） 5 12 6（2） 6 

 社内ルール違反 12 5（1） 7 8 3（0） 5 12 6（2） 6 

法令違反 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

違反なし 20 － － 20 － － 27 － － 

その他 通報件数 77 2（0） 22 78 3（0） 28 51 2（0） 12 

 

コンプライアンス違反 24 2（0） 20 31 3（0） 28 14 2（0） 12 

 社内ルール違反 24 2（0） 20 31 3（0） 28 14 2（0） 12 

法令違反 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

違反なし 53 － － 47 － － 37 － － 

＊（  ）内は解雇処分となった件数 

 

なお、「内部通報制度に関するガイドライン」（消費者庁 2016 年 12 月改正）において実施を奨励されている、中立・公

正な「第三者評価」を 2017 年 5 月に実施し、「おおむね、適切に整備・運用されている」という評価を得ました。 

 

第三者評価の調査内容 

 ヘルプラインの活用度や信頼性といった有効性を確認するため、制度と運用実態を調査 

 規程等の制定状況、申告者への対応状況等のサンプル調査 
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 「内部通報制度に関するガイドライン」の遵守状況の確認 

 運用者へのヒアリング調査と運用上の課題等に関するディスカッション 

 

違反が認められた場合の罰則について 

コンプライアンス違反や「NTT グループ企業倫理憲章」への違反が認められた場合は、グループ各社で定めている懲戒規

程などに基づいて対処します。減給や出勤停止などの懲戒処分のほか、ケースに応じて査定（評価）や人事異動に反映し

ます。  
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方針・考え方 

情報通信分野における競争の激化など、NTT グループを取り巻く経営環境が激変する中で、グループ各社が抱えるビジ

ネスリスクはますます増加しています。 

NTT グループは、身近に潜在するリスクの発生を予想・予防し、万一リスクが顕在化した場合でも損失を最小限に抑える

ことができるように努めています。その一環として、グループ一体となってリスクマネジメントに取り組んでいくことが

できるよう、「NTT グループビジネスリスクマネジメントマニュアル」を策定し、各社に配布しています。これは、事業運

営を取り巻く多様なリスクへの対処方針とグループ会社間の連携方法等を記載したマニュアルです。 

加えて、グループ各社は、個々の事業内容や経営環境などに応じた独自のマニュアルなどを策定し、ビジネスリスクを

コントロールしています。 

 

推進体制 

NTT では、適切かつ効率的な業務運営を行うため

に、自社におけるリスクマネジメントの基本的事

項を定めた「リスクマネジメント規程」を制定し、

代表取締役副社長（リスクマネジメント担当）が委

員長を務め、各室部の長を委員とする「ビジネスリ

スクマネジメント推進委員会」が中心となって、継

続的なPDCAサイクルに基づくリスクマネジメント

を実施しています。 

NTT グループにおいては、代表取締役副社長がリ

スクマネジメントに関する最終責任を担い、また、

各業務執行役員が自らの所掌する業務分野のリスク管理責任を有しています。 

 

リスクの抽出・重要リスクの特定 

NTT では社会環境の変化などを踏まえ、想定するリスクや、その管理方針の見直しを随時行っています。 

リスクの抽出にあたっては、ビジネスリスクマネジメント推進委員会が中心となって、NTT グループを取り巻くリスク

の分析プロセスを策定し、このプロセスに則って定期的にリスク分析を実施することで、全社リスクを特定します。さら

に、それらリスクの相関分析を行い、最も重大な影響を及ぼす可能性のあるリスクを「重要リスク」と特定し、その対策

を決定します。 

リスク管理項目については、ビジネスリスクマネジメント推進委員会において決議しています。また、各主管部門によ

るモニタリング状況やリスク軽減効果をビジネスリスクマネジメント推進委員会で報告するとともに、重要リスクへの取

り組み状況について内部統制室が個別に監査して次年度の取締役会で報告しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

リスクマネジメント 



ガバナンス 

     

101 

NTT Group Data Book 2020 

個別リスクへの対応 
【重要リスク】 

サイバーテロなどによるリスク 

近年、サイバー攻撃による被害や情報漏えい等の事件が社会問題となる等、情報セキュリティに関する脅威が高度化・

多様化するとともに、スマートフォンやクラウドサービス等の新たな ICT 分野におけるサービスの情報セキュリティへの

対策が大きな課題となっております。 

経営成績や財務状況に影響を与える可能性がある主なリスク 

 NTT グループの通信ネットワークやサーバー等に対する不正アクセス等のサイバー攻撃によるサービス停止・サー

ビス品質の低下 

 社内ネットワークへの侵入等による情報の漏えい・改ざん・喪失に伴う NTT グループの信頼性や企業イメージの低

下 

 上記の結果としての NTT グループの経営成績や財政状態の悪化 

このようなリスクを踏まえ、NTT グループはネットワークにおけるセキュリティを更に強固にすべく、最新の研究開発

成果の導入、早期検知と迅速な対応能力の更なる向上、より高度なスキルを持つセキュリティ人材の獲得と育成などに向

けた取り組み等を強化しております。 

 

激甚災害によるリスク 

国内外で事業を展開する NTT グループは、通信ネットワーク・情報システムをはじめ、社会と経済活動を支え、国民生

活の安全を守るライフラインとして欠かせないサービスを数多く提供しております。これらのサービス提供に関して、地

震・津波・台風・洪水等の自然災害、想定を上回るトラヒックの増加、テロリズム、武力行為、地域紛争等を要因とする

システムおよびネットワーク障害の発生や、社員の安全が脅かされることによって、事業運営に混乱が生じ、サービスを

安定的に提供できなくなる場合があります。 

また、それらの損害について NTT グループが責任を負う可能性や、NTT グループの信頼性や企業イメージが低下する恐れ

があります。とくに、大規模災害等が発生した場合には、ネットワークに大きな影響を受けるだけでなく、社員が被災す

る可能性やシステム障害の復旧に長い時間を要する可能性、緊急の電力使用制限によりサービスを安定的に提供できない

可能性があり、その結果として、収入の減少や多額の修繕費用の支出を余儀なくされる可能性があります。 

このようなリスクを踏まえ、NTT グループでは、通信ビルの耐震機能・水防機能の強化、伝送路のルート見直し、長期停

電に対する通信ビル・基地局の非常用電源の強化、AI を活用した被災想定による復旧活動の初動強化等、サービス提供に

必要なシステムやネットワークを安全かつ安定して運用できるようさまざまな対策を講じております。 

また、NTT グループは、システムインテグレーションビジネスにおいてお客さまにシステム・サービスを提供・納品して

おり、一般に請負契約の形態で受注を受けてから納期までにシステムを完成し、お客さまに提供するという完成責任を負

っています。 

このため、当初想定していた見積もりからの乖離や開発段階におけるプロジェクト管理等の問題によって、想定を超え

る原価の発生や納期遅延にともなう損害の発生等が生じる可能性があります。 

このようなリスクを踏まえ、NTT グループでは、一定規模以上の案件の受注にあたっては、見積価格やプロジェクト計画

の妥当性を審査委員会で審査しているほか、受注後もプロジェクトの進捗状況のモニタリングを実施しています。 

 

出資によるリスク 

NTT グループは、市場構造の変化やお客さまニーズに速やかに対応するため、とくにグローバルビジネスの拡大におい

て、企業・組織との合弁事業、事業提携、協力関係の構築、出資、買収等の活動を実施しております。一方で、そうした活

動はリスクを伴います。 

経営成績や財務状況に影響を与える可能性がある主なリスク 

 NTT グループが既に出資をしているまたは出資に合意している国内外の事業者や、将来出資や事業提携を行う国内

外の事業者に対し、企業価値や経営成績の維持・向上および NTT グループとのシナジー効果を十分に発揮すること

ができなくなる 

 投資、提携または協力関係の解消・処分による損失発生 

 海外子会社の増加による事業戦略に関する意思統一、適切なコントロールが及ばず事業・業務運営の円滑な継続が

困難になる可能性 

 海外事業における投資や競争等に関する法的規制、税制、契約実務を含めた商習慣の相違、労使関係、国際政治等

の影響 

このようなリスクを踏まえ、NTT グループは、買収後には定期的なモニタリングを実施する等、期待したリターンを得ら

れるよう取り組んでいるほか、グローバル持株会社である NTT 株式会社を創設し、グローバル事業におけるガバナンスや
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リスクマネジメントのさらなる強化についても取り組んでいます。 

 

コンプライアンス違反によるリスク 

NTT グループは、国内外に多くの拠点を持ち、さまざまな製品やサービスを取り扱う関係上、関連する法令や規則は多岐

にわたり、事業活動を営むにあたり免許・届出・許認可等が必要とされるものもあります。とくに海外での事業運営にお

いては、当該国での法令の存在または欠如、予期しえない法令解釈、法規制の新設や改定等による法令遵守のための負担

が増加する場合があり、リスクを伴います。 

経営成績や財務状況に影響を与える可能性がある主なリスク 

 さまざまな法令・規制等における従業員の個人的な不正行為等を含めたコンプライアンス違反に関するリスク／社

会的に信用が毀損されるリスク 

 NTT グループの信頼性や企業イメージの低下による契約者獲得や入札資格停止等事業へ影響を及ぼすリスク 

このようなリスクを踏まえ、NTT グループでは、法令遵守は極めて重要な企業の責務であるとの認識のもと、米国・

英国を中心とした諸外国の贈収賄防止法の厳格化も踏まえ、国内外を問わず、より一層のコンプライアンスの強化に取

り組んでおります。 

また、お客さま情報をはじめとする個人情報保護への要求が社会的に高まるとともに、法制面からも個人情報保護に

対する要請は大きくなっております。しかしながら、個人情報等を狙った犯罪行為が高度化、巧妙化する等、個人情報

等の機密情報の流出や不適切な取り扱いが発生するリスクを排除できない場合があります。そうしたリスクを踏まえ、

NTT グループは、個人情報等の機密情報の厳重な管理等に努めるとともに、「NTT グループ情報セキュリティポリシー」

を制定し、グループ内における管理体制の整備、役員や従業員への啓発活動等に取り組んでおります。 

 

【新興リスク※】 

気候変動リスク 

環境が事業に与えるリスクについては、グループ全体の環境活動を統括する環境エネルギー推進室が、環境影響と財務

的な影響を指標として絞り込みを行っています。個別の施設・設備レベルにおけるリスク・機会についても、全グループ

会社に置いている環境担当と設備担当とが連携し、モニタリング・評価しています。また、将来の気候変動によるリスク

に関しては、事業活動上でのとくに重要な環境課題（P032 参照）として、2030 年までの目標を設定しています。 

その一例として、気候変動に基づく集中豪雨や台風などの自然災害の頻度や規模が大きくなることに起因し、通信設備

の破損によるサービス中断が発生するおそれがあります。とくに 110 番・119 番・118 番などの重要通信が中断することに

よる 2 次的混乱の発生や、早期復旧ができないことによるレピュテーションの低下などの影響が発生するおそれがありま

す。 

このようなリスクに対して、通信ネットワークの多ルート化や、通信ビルの防災対策の強化を実施することで、自然災

害が発生した際のリスク影響の低減を図っています。さらに、災害対策用機器の充実化や災害対策要員に対する演習・訓

練を定期的に実施し、災害が起きた場合でも迅速に復旧を行うことのできる対策を実施しています。 

気候変動に関するリスクと機会についての詳細は、P042 をご参照ください。 

 

内向き経済化の加速に起因する人材不足リスク 

昨今の物理テロ・サイバーテロの増加などの世界情勢不安や、自国中心主義・ポピュリズムの台頭などの政治的な潮流

により、人材の自由な移動を制限する内向き経済化が加速することも予想されます。そうした情勢が進展すれば、海外グ

ループ会社を中心に労働力を確保することが困難となり、例えばサイバーセキュリティ人材が不足となった場合は、お客

さまや NTT グループ自社内で発生したセキュリティインシデントに対応できないことにより、収支やレピュテーションの

低下などの影響が発生するおそれがあります。 

このようなリスクに対して、国内外のグループ会社におけるセキュリティ人材の確保に向けた採用の強化と、優秀な人

材の育成に向け、産業界で連携した育成プログラムの充実を図っています。また、最先端かつ高度なセキュリティ人材を

集めた NTT-CERT による NTT グループの横断的なセキュリティ対応として、インシデントの早期検知と迅速対応による、発

生予防や被害最小化の取り組みを行っています。 

＊ 予想外の変化によって生じる著しいリスク。 

 

新型コロナウイルス感染症の拡大に起因する経営・財政リスク 

新型コロナウイルス感染症の流行が世界的に拡大しています。流行拡大の長期化により、お客さまの事業活動が縮小し、

システムインテグレーションの受注や各種サービスの販売が減少することや、計画していた工事等が遅延する等、事業活

動に大きな影響が生じる可能性があります。また、感染症終息後は、人々の生活や企業の活動のスタイルが大きく変容す

る可能性があり、それらの結果として NTT グループの経営成績や財政状態に影響を与える可能性があります。このような

リスクに対して、お客さま、パートナー、従業員を含む全ての関係者の健康と安全を確保しつつ、人々の生活や企業の活
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動にとって重要な情報通信サービスの安定的な利用の確保に取り組んでいます。感染症終息後は、ソーシャルディスタン

ス確保の観点から、在宅勤務や遠隔医療、遠隔教育等の急速な拡大によるデータ主導型社会が到来する可能性があり、リ

モート型社会の推進に向けたサービス提供を加速するとともに、認証制御技術等の高度化も推進していきます。 

なお、NTT グループは、「新型インフルエンザ等対策特別措置法」に基づく指定公共機関※として、責務の遂行及び人命尊

重の視点からの感染防止を講じるため、「新型インフルエンザ等対策業務計画」を定め、緊急事態における通信の確保、緊

急事態措置の実施に必要な通信の優先的な取扱いに努めるとともに、感染拡大を可能な限り抑制し、社員等の生命や健康

を保護するための適切な感染防止策を講じています。 
＊ NTT、NTT 東日本、NTT 西日本、NTT コミュニケーションズ、NTT ドコモ 5 社が指定公共機関に指定されています。 
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基本方針 

NTT グループの全ての役員および社員は、国内外を問わず、法令（その立法趣旨や背景も含め）、社会的規範および社内規則を遵守する

ことはもとより、公私を問わず高い倫理観を持って行動しています。税務実務においても指針を整備し、社員に対する啓発などを通じ、

コンプライアンスの維持・向上に努めています。 

 

ガバナンス体制 

NTT は、税務を含む各種リスクに対処するため、内部統制システムの整備に関する基本方針を定め、取締役会にて決議しています。税

務実務に関わる各社の役割は次の通りです。 

1. NTT 

税務実務についての基本方針・指針を定め、連結子会社と連携を図りながら、必要な対応策などを推進する。法令などの情

報収集に努め、連結子会社に周知、指導を行う。 

2. 連結子会社 

NTT の定める基本方針・指針にしたがい、税務申告・納税、税務調査などの税務関連業務を適正に遂行するとともに、NTT に

対する必要な報告、関連書類の提出などを行う。 

 

税負担の適正化 

NTT グループの株主価値最大化の観点から、税負担の軽減措置などの適切かつ効果的な利用に努めています。なお、法令等の趣旨を逸

脱する解釈・適用による節税は行っていません。 

 

税務リスク 

国際取引にともなう税務リスクに対しては事前に十分な検討を行うとともに、必要に応じて税務専門家に対して助言・指導などを依頼

しています。とくに、移転価格税制、タックスヘイブン対策税制については、以下の通り対応することとしています。 

移転価格税制 

● NTT グループの国外関連取引に適用する取引価格は、各国・地域の法令や、経済協力開発機構（OECD）が公表している

移転価格ガイドラインに基づき、独立企業原則にしたがって算定する。 

● 価格算定方法について、各国・地域の法令等において文書化義務のある場合や、取引規模や税務リスク等から必要な場

合、適切に文書化を行う。 

タックスヘイブン対策税制 

● 軽課税国を租税回避に活用しない。事業上の理由から、軽課税国での投資を実施する場合には、各国・地域の法令等の

定めるところにより、適正に納税する。 

 

税務当局との関係 

NTT グループは税務当局とのコミュニケーションを通じて、当局と良好な関係を維持するよう努め、誠意を持って真摯かつ事実に基づ

く説明・対応を行っています。問題点の指摘などを受けた場合には、税務当局の措置・見解に対する異議申し立て・訴訟等を行う場合を

除き、直ちに問題点の原因を解明し、適切な是正および改善措置を講じ、再発を防止しています。 

 

収益額（2018 年度） 

収益額 

（単位：億円） 

125,184 

国内 103,168 

米国 7,408 

ドイツ 2,229 

その他 12,379 

 

 

 

税務方針 
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税引前利益額（2018 年度） 

税引前利益額 

（単位：億円） 

29,135 

国内 28,139 

海外 996 

 

 

納付税額（2018 年度） 

納付税額 

（単位：億円） 

5,898 

国内 5,609 

海外 289 

 

上記金額については、日本税務当局へ提出した「国別報告事項」に基づくものであり、連結財務諸表との直接的な関連はありません。 
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独立第三者の保証報告書 
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